
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

7401

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8がこれまでに
世界に発信してきた研
究実績は、この国にとっ
て非常に重要なもので
ある。特にハドロン実験
グループによる新粒子
発見は世界中に大きな
インパクトを与えた。
SPring-8の存在無しに
は、世界に先駆ける研
究の遂行はなしえない
であろう。

日本国の世界に対する
研究遂行上の大きなア
ドバンテージは、研究内
容に合う施設が潤沢に
存在する点である。
SPring-8もその一つで
あり、日本の研究活動
を支える重要な施設で
ある。

7402

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網

このまま
推進す
べき

GCOM-C1、EarthCare
とも、下記の理由欄に
述べるように、科学的に
も、ナショナルセキュリ
ティーの面からも、極め
て重要なプロジェクトで
あり、できるだけ早期に
打ち上げるべきである。

IPCC第4次報告にもあ
るように、将来の気候予
測を行うに当たって、一
番の不確定性要因は、
エアロゾルの直接およ
び間接放射強制力の不
確定性である。これら2
つの衛星から得られる
データを解析することに
より、この不確定性が
大きく減少することが期
待される。また、
GCOM-C1は既に打ち
上げられたGOSATから
得られるデータと共に
解析することにより、今
まで不明であった炭素
循環の解明に大きく前
進することが期待でき
る。

7403

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

これまで以上に強力に
推進すべき。

科学研究費補助金は、
基礎研究を行う上で最
も重要な資金となりま
す。日本の学術研究の
底上げのために、さらに
推進すべきです。

7404

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムにより、日本の大学
院教育における国際化
が具体的に進められて
いることを実感してい
る。とかく日本人は国内
に収まりがちな気質で
あると個人的に思うが、
グローバルCOEプログ
ラムのように国のバック
アップにより研究の国
際化をはかることは推
奨されるべきといえる。

研究活動を国内に閉じ
ることなく世界を舞台に
展開していくことは、日
本を含めた人類全体の
科学技術発展に大きく
貢献するものである。第
一線の研究者を育てる
ことが第一義の大学院
おいてグローバルな視
点で学生教育に当たる
ことは非常に重要であ
る。
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7405

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

当該職種の育成は重
要。ただし、採択に当た
っては、既にスタッフ等
も充実している大学に
ついては対象にすべき
ではなく、これから競争
的資金の獲得の拡大を
図る目標を持つ機関に
優先的に振り向けられ
るべき。また、採択に当
たっての審査員は、高
齢の有識者は極力排除
し、40代の現場レベル
の者を充てるべき。

新しい科学技術政策の
立案に当たっては、せ
めて50代以下の勇気者
によって推進されるべ
き。最も多い団塊の世
代が、審査委員にある
と、それらの層が優遇さ
れ、これからの科学技
術政策を担うべき者を
選ぶという目的がスポ
イルされる。

7406

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバル化の波は今
後更に加速すると予測
され， 
その中で，新興国にとっ
ては安価な労働力が大
きな武器となる． 
こうした状況の下，日本
が勝ち残っていくために
は 
高度な教育に基づく，
質の高い人材の育成が
不可欠である． 
グローバルCOEプログ
ラムは，そのプロジェク
トの規模から 
領域横断型の研究の活
性化を促し，視野の広
い人材育成に 
貢献しているものと考え
られる．

グローバルCOEプログ
ラムはプロジェクトとし
ての終盤にさしかかっ
ている． 
これまでの成果が十分
でないと判断されるもの
に関しては 
推進を見直す必要があ
ると思われるが，そうで
ない場合には， 
これまでの成果の集大
成をもって最終的な評
価をすべきと思われる．

7407

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

継続して推進すべき。

東工大はこの事業のお
かげで博士課程大学院
生が研究に集中できて
います。優れた大学院
から優秀な人材を出す
のに役立っています。

まず、外国人である私
にとって、自分の意見を
言える場を提供してい
ただくことを、大変感謝
しております。日本政府
が研究に力を入れてい
ることを改めて感じてお
ります。（だから、日本
が戦争後のわずか期間
で成長してきたではな
いでしょうか。） 
確かに、研究というの
は、すぐに効果を表すも
のではないですが、一
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7408

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

方、研究というのは、絶
対に未来と繋がるもの
であることを確信してい
ます。生命研究に繋が
る蛋白質は重要な働き
があります。その構造
解析によって、生命のメ
カニズムを理解もできる
し、人工的に有効な医
薬品も作れるし、また、
様々な分野でその構造
分析を活用できると思
います。 
ですから、この施策を推
進させていただけませ
んか？ 
日本のことは、私が愛し
てます。日本の発展は
私が期待しています。 
どうぞ、よろしくお願いし
ます。

以上に、まとめてご記入
いたしました。

7409

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

研究者が研究活動に専
念できる環境の実現へ
向けて不可欠なことで
す。

研究に専念できない現
状では、研究者としての
能力を発揮することが
できない。また、研究者
が必ずしもマネージメン
ト能力に優れているとも
限らない。現状では、研
究者としての能力に加
えマネージメント能力に
優れていないと、研究で
きない状況にある。科
学技術発展のために
は、様々な人の得意と
する能力を相互に発揮
する必要があると考え
る。

7410
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

将来の日本の技術とす
るべき分野の革新的な
部分のものであり、国
策として進めるべきであ
る。

広島大学 瀧宮先生の
開発した有機半導体
は、世界最高レベルの
ものであり、日本の誇る
べく技術である。 
これに対しての応用と
いう意味では、大学や
民間企業で行うのには
とても大きな費用が必
要である。 
ここはぜひ国策として、
日本の特異な技術確立
を行っておくべきであ
る。

東京大学総合研究博物
館では、本館・分館で現
在約300万点の学術標
本を収蔵しております

東京大学総合研究博物
館では、本館・分館で現
在約300万点の学術標
本を収蔵し、研究者養
成のために活用すると
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7411

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

が、更に毎年約3万点
の希少な学術標本の受
入を行っており、標本の
収蔵場所確保のため、
館内スペースの有効活
用、外部資金の獲得に
より外部倉庫の確保に
努めておりますが、自
助努力にも限界がある
ことから、施設整備の促
進を図るため、施設整
備に要する予算の増額
をお願いしたい。

共に、東京大学におけ
る過去から最先端の研
究成果を常設展示・特
別展示といった方法で、
小中高の学校教育や一
般の方々にも観て、感
じていただけるような実
験展示を実施していま
す。更に希少な学術標
本を学内外から毎年約
3万点の受入、未来へ
の遺産の確保に努めて
おります。

7412

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

若手研究者の育成を考
える上で非常に重要な
取り組みだと思います．

現状，学部学生が研究
に関わる機会は決して
多くありません．意欲あ
る学生の能力や研究意
欲をさらに高めるため
にはそのような機会を
より増やすことが重要と
考えます．

7413

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

最先端の技術開発に重
点的に投資することで
将来的な日本の技術的
優位性を確保すること
は非常に重要と考え
る。以上用のような観点
で増額ないしは現状維
持を要望する。

米国、中国等において
も、研究、技術開発の
ための各種優遇措置が
取られていると聞く。国
際競争力を維持する上
でも本施策は非常に重
要と考える。

7414

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

経費を更に拡充すべ
き。

大学等における研究水
準を維持・向上するた
めに必要不可欠。日本
の研究者養成、産業振
興のための基礎研究の
維持・充実に重要。

7415

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるほどの成果が
いくつも発表されていま
す。一方、国際的にも注
目され、その分野を学
術的に先導するような
成果も続々と報告され
ています。したがって、
最終年度の23年度には
特に重点的な予算配分
が必要だと思います。
本年度より減額された
23年度予算要求額がさ
らに減額されるべきで

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、ま
ったく予想のできなかっ
た応用の可能性が発見
された例はたくさんあり
ます。「ターゲットタンパ
ク質研究プログラム」
で、最近チトクロム酸化
酵素の高分解能解析に
よって細菌と哺乳動物
に重要な構造的相違点
が発見され、それから、
創薬の可能性が生まれ
ていることも好例です。
このように、本プログラ
ムは学術的進歩に大き
く貢献するだけでなく革
新的に新規な応用への
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はないと思います。 貢献も期待できます。

7416

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信技術は今後さら
に発展させ、本計画が
標榜するように「フォトニ
ックネットワーク」を早期
に実現する必要があ
る。本計画は積極的に
推進すべきである。

通信トラフィックの急増
は異常なほどで、早急
かつ根本的な解決が必
須である。電子スイッチ
を基本素子とする現状
のIPルータやイーサネッ
トスイッチは早急に光化
することを考えなければ
ならない。さもなければ
エネルギー供給の面で
も大きな困難に直面す
ることは明らかである。

7417
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域の大学・研究機関
等を核としたクラスター
形成を図るこのプログラ
ムは、個別の研究支援
プログラムと比較して、
地域に根ざした大きな
イノベーションの源泉と
なり得る可能性を有して
おり、中途半端に終了
させることなく推進して
頂きたく思います。願わ
くは、参画大学のみへ
の補助金交付だけでは
なく、参画企業へも助成
できるシステムに改善さ
れると尚良いです。

地域の中小企業では、
素晴らしい知識や技術
を所有していてもそれを
大学や研究機関へと共
同研究につなげる体力
（資本）が不足しがちで
す。その負担を経済界
に強いる施策では、継
続的なイノベーションの
場の形成（クラスターの
形成）が現実的ではあ
りません。

7418

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

創薬等支援技術基盤プ
ラットフォームを構築し、
広く研究者等が利用で
きるよう整備すること
は、創薬に関わる一研
究者としてとても魅力を
感じる。

創薬には膨大な研究開
発費がかかるので、そ
れを一研究者個人の研
究費で進めるのは不可
能である。国の支援の
もとでオールジャパンで
進めるのが現実的な選
択肢である。

7419

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBF加速器は、SPring-
8、J-PARCやKEKBなど
とともに我が国が世界
に誇る先端加速器施設
である。科学技術立国
を標榜する我が国の立
場からはもとより、文化
としての学問を世界に
発信する国としても世
界の尊敬を集める観点
から、先端加速器を用
いた基礎科学研究への
支援について今後とも
重点的に推進してもら
いたい。

世界に2つとない最先端
大型加速器でしかでき
ない先端基礎研究を推
進できる場を世界に提
供する。先端加速器施
設の研究を支援するこ
とで、当該分野の研究
において我が国が世界
をリードできる。こうした
先端加速器施設を持て
る国は限られている。こ
のことは、我が国の科
学技術文化立国として
の立場をより効果的に
世界にアピールできる。
また、次代を担う研究者
の育成効果について、
世界最先端の研究施設
で研究をすることの効
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果は議論をまたない。

7420
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

提案の趣旨に従って、
将来の社会基盤となる
インターネットの次の技
術を推進すべきと考え
ます。現在のインターネ
ットは、海外の機器が多
く使われています。 
次の技術も世界で競争
が激化されることが予
想され、日本の産業育
成の観点から、積極的
な研究開発が必要と考
えます。

将来のネットワークを利
用する企業ユーザやエ
ンドユーザであるマスユ
ーザにとっては、インタ
ーネットを超える安全
性・利便性が必要です。
そのネットワーク構築す
るキャリアには、構築し
たネットワークが運用し
やすい技術であること
が必要です。これらを満
たすネットワーク技術
を、日本の先端技術を
活用して推進する必要
があると考えるからで
す。 

7421

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設(SPring-
8)

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現在理系の大学院に通
う修士2年の大学院生
です。SPring-8は研究
のためにを何度か使用
させてもらっています。
その使用させてもらった
印象として、この大型放
射光施設でないと得ら
れないような結果を得る
ことができ、もしSpring-
8を利用できなければ得
られなかった成果が僕
だけでなく多く存在する
と思います。ただしその
運営面においては文科
省の天下り先になって
いる面もあります。その
ような天下りの部分は
削減しつつ、研究者が
施設を最大限に利用し
るような予算配分をして
ほしいと思います。

「意見」の欄にも述べた
ように、SPring-8でなく
ては得られない成果が
数多く出ていて、また中
国や韓国などアジア各
国からもその設備を求
めて利用に来ていたり
していて、日本が科学
技術の点で国際貢献し
ている一例だと思いま
す。一方で天下り先が
存在しているといった運
営問題は改善してほし
いと思います。ただし、
かかっている予算のほ
とんどは設備を動かす
為の運転コストだと思う
ので、「天下りがいるか
ら予算を減らす」という
方向にはせず、予算の
額は減らさずその分を
運転費用に回すなど、
より利用者が使いやす
くしていってほしいと思
います

7422

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が海外で研
鑽を積みプレゼンスを
発揮することで、 
最近の大学生、大学院
生の内向き指向を、より
海外へ目を向けさせる
ために重要な施策であ
り、推進が強く期待され
る。

海外で若手研究者が現
地の研究者と交流し、
国語より苦手であろう外
国語で自らの意思を伝
達し議論する中でより
論理的に思考し発言す
る能力が鍛えられるも
のと期待される。また海
外で外国人研究者と渡
り合った経験が国内で
の研究を推進する際の
自信に繋がるはずであ
る。このことは日本の科
学政策にとって極めて
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有意義である。 

7423

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合 推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

推薦します。

生物科学が飛躍的に発
展している今の時代で、
ライフサイエンス関係デ
ータベースを有機的に
統合化し、利便性を向
上させることが研究者
にとては大変重要なこ
とと思われます。創薬、
生活習慣病や難病の予
防・早期診断技術、革
新的な作物生産などの
分野への貢献が大いに
期待できると思います。

7424

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

より有用性の高い新
薬、副作用の少ない新
薬、まだ治療薬が無い
疾患のための新薬を開
発することに必要な技
術を整備することは必
要だ。ただし、セルイノ
ベーションについては、
得られる成果をどう利
用して、どのような応用
に繋げるかを、国民の
目に見えるように具体
的な例示を示すべき
だ。

将来的に国民生活の質
の向上を図る上で、医
療技術の進歩は欠かせ
ない。難治疾患の中
で、企業が手を出さない
オーファンドラッグやニ
ッチ領域の医療技術を
開発することは、国の義
務である。

7425

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

政府として、積極的に推
進・支援すべきであると
考える。

生命分子（タンパク質
等）の３次構造は、優れ
た薬を開発上で不可欠
である。従来、製薬会社
等では機能的なスクリ
ーニングで薬の素とな
る阻害剤を開発してい
るのが通例であるが、
薬は構造的な側面から
の設計・評価・検証が不
可欠であり、システマテ
ィックな構造解析基盤
が不可欠である。特に
米国・欧州ではベンチャ
ー活動が活発だが、日
本ではこの構造的な側
面の基盤や重要性の認
識が極めて脆弱・希薄
であり、我が国からの
創薬の国際的な競争力
の維持に不可欠と考え
るため。

7426
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110
フォトニックネ
ットワーク技
術に関する

このまま
推進す

通信インフラの革新は
今後の国家の成長を支
えるための重要な施策
と考えている。タイムリ
ーに技術を開発して、こ
れを展開していくことが

通信技術で日本がリー
ドして世界に技術を広
げていくことが重要と考
えており、日本の技術
で世界をリードしていく
必要がある。開発技術
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研究開発 べき 重要と考えている。予算
の増額も含めて最高優
先度での採択をお願い
したい。

をガラパゴス化させない
ために国際的な協調を
取りながら進めることも
視野に入れて欲しい。

7427

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

積極的に増額すべき。
国立大の整備はもっと
推進して欲しいです。

7428

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学への運営交付金な
どがどんどん削減され
ている今、科研費事業
を推進しなければ日本
の科学技術が先細って
しまう。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

7429
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開

推進す
べきでは
ない

光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
す. 

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスです。 
この地位を維持すること
は、日本の国際競争力
を考えますと大変重要
なことです。 
日本は資源が何もあり
ません。科学技術を推
進することこそ日本の
国益につながると思い
ます。日本の子ども達と
日本の為に、絶対に科
学技術。取り分け光通
信産業を国として進め
て頂きたい。

7430
公益
法人

20～
29歳

総務
省

20103

ライフサポー
ト型ロボット
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

高齢化社会というよりも
すでに高齢社会が訪れ
ている 
と思います。 
ICTやロボット技術もめ
ざましく進歩しています
が、 
もっとライフサポートの
具体的な製品をだして
ほしいと 
日頃感じております。 
必要不可欠になること
は間違いありません。 
早急に製品の具体化を
図るためにも 
一層の研究開発を加速
させる必要があり、 
優先的な推進をすべき

ライフサポートに関する
総務省の公的ファンドを
見ておりましたらロボッ
ト単体だけでなく、 
ネットワークと結んでＩＣ
Ｔを最大限利用し、家、 
スーパーマーケット、病
院等で連携してサービ
スを 
提供してくれるという話
をみせて頂きました。 
私もインターネットを常
時使っておりますが、 
インターネットと物を運
んで人と楽しく話してく
れる 
ロボットを一緒にしてく
れる、 
高齢者にやさしいサー
ビスをぜひ実現してほし
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であります。 いと 
思います。

7431
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

大規模災害など緊急時
対策としても高精度な
映像を衛星から地上へ
配信するための大容量
通信技術基盤の強化は
重要である。大容量化
へ向けては光通信技術
の適用が不可欠であ
り、本技術開発が需要
である。 

災害時などには状況を
迅速かつ正確に把握す
ることが重要である。こ
のためには本技術領域
の強化が必要である。
このような公益を主目
的とした技術は国策とし
ての強化を優先すべき
課題の一つと考える。 

7432

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

１.ITER計画において日
本に任された仕事が確
実に遂行できるよう資
金提供していくべき。 
２.核融合に関係する知
識・技術を持つ人材を
育て，確保するための
教育制度・雇用制度の
確立を進めていくべき。 
３.ITER計画，核融合に
関係する技術に対する
日本の貢献度が一般の
人に知りやすく・分かり
やすい形でアウトリーチ
する努力をする（させ
る）べき。 
４.「核融合発電」は原
爆，チェルノブイリ事故
のような破壊力・汚染性
を持たないことを一般の
人に知ってもらう努力を
するべき。

ITER計画は世界中の経
済大国がこぞって成功
させようとしている、核
技術の平和利用に向け
た世界的な計画であ
る。したがってこの計画
には技術立国である日
本の威信がかかってい
ると言っても過言ではな
く、また環境問題の面で
も人類の生存圏の確保
の意味でも重要である
ことは間違いない。ま
た、このことをより多くの
人に知ってもらうことも、
この技術の発展には重
要なことだと考える。

7433

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

他省庁の計画している
類似施策等との連関が
多い分野で、それらを
含めるとある意味総花
的な感が強い。どこか
の省庁が統括して、こ
の事業展開（特にグリ
ーンイノベーションによ
り例えば10年後にはど
のような新たな社会基
盤が想定されるか（ある
いは想定しているか）が
分かることが望ましい。

今、世界規模で難題に
遭遇しているが、なれば
こそ新たな方向性を目
指す具体的な目安が必
要か？困難なことは確
かであるが。

7434
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

室温大気下加工技術と
しての印刷デバイス製
造技術の確立が、CO２
排出量削減効果、及び
新市場創出、新雇用創
出を推進する上で重要
な施策と考えます。

・製造業における製造
過程のCO2対策をする
ことで、日本製の工業
製品に低炭素という付
加価値が付けられる。5
年後の世界では、更に
低酸素の価値が認めら
れるようになっていると
予測でき、輸出等に貢
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献すると考えます。

7435

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

COEに代表される博士
課程学生育成プログラ
ムは大きな成功を収め
ている。その成果を一
過性のものとするので
はなく、日本の大学教
育システムに取り入れ、
定着化することが重要
である。さらに、科学技
術に基礎を置き、人間
を理解し、人間を幸福
にするリーダー的人材
を育成するためには、
総合大学において文理
融合した教育の実現が
不可欠である。本プロ
グラムはまさにそれらの
社会的要請に適ったも
のであると考える。

科学技術立国である日
本は、これまでに多くの
優秀な博士を輩出し、
彼らが等しく産業界を支
える構造を作り上げて
きた。しかし今後は人材
の二極化が必至であ
り、単に専門家として優
秀なだけではなく、科学
技術のバックグラウンド
をもつオピニオンリーダ
ーとして社会全体を動
かす人間が必要であ
る。そのためには理系
内での連携（医工連携
など）だけでなく、文系と
の融合を通して「人間を
理解できる」人材を育て
上げなくてはならない。

7436

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

なんと言っても基礎研
究を支える基本で、これ
は拡充すべき。ただ、今
のような研究者の割合
に比例した配分だけで
も良いのかは議論の必
要があり。

改善すべきとした理由
は、例えば、トレンドとし
て増えていくものにあつ
く付けるとか、アウトカ
ムについてトップダウン
研究課題のような社会
ニーズやイノベーション
（NIHグラントのような基
礎的な新規性も含むべ
き）の観点も、配分や項
目設定に入れる事も一
案。いわゆるMECEで網
羅性と重なりを省くため
にはきちんとした俯瞰
が必要か。

7437
公益
法人

50～
59歳

総務
省

20109

革新的な3次
元映像技術
による超臨場
感コミュニケ
ーション技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

わが国の優位性を確保
できる技術であり、成長
戦略の一環として是非
このまま推進すべきで
ある。

めがねなしの3次元立
体映像撮影再生技術
は、画き的な技術であ
り、あらゆる情報機器の
基盤技術となり得ると思
料される。

7438

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

これまで以上に強力に
推進すべき。

若手研究者の育成は、
日本の科学技術発展の
根幹です。これまで以
上に力をいれるべきで
す。

十年ほど前に推進され
た「ポスドク一万人計
画」やその他の 
経済情勢の影響で、い
ま日本には、博士号を
取ったものの、 
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7439

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を支援する
ための、このような施策
は強力に 
推進するべきである。若
手研究者育成の観点か
ら非常に 
効果のある方法であ
り、必ず社会にいい影
響を及ぼす 
ものと考える。

安定した研究職に就け
ていない若手研究者が
多数おり、その 
うち多数の者が結局は
研究をあきらめている。
これは国の 
人材育成上、非常にも
ったいない、残念な事
態である。この 
状況を少しでも改善す
るため、テニュアトラック
普及定着 
事業はとてもよい施策
であり、強力に推進する
べきであると 
考える。

7440

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。次世代のためにも、
女性の優れた能力を発
揮できるように、予算を
ふやしてさらに裾野を広
げると共に、すでに得ら
れている優れた成果を
さらに発展させるような
政策を遂行して下さい。
女性研究者研究活動支
援事業は、まだまだ、全
国的には、不十分で
す。このような時こそ、
ぜひ、多くの予算を組ん
で下さい。

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。次世代のためにも、
女性の優れた能力を発
揮できるようにすること
が重要です。さらに裾野
を広げるためには、女
性研究者研究活動支援
事業は、まだまだ、全国
的には、不十分です。

7441

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

一般的な校費削減の
中、競争的資金として
科学研究費の仕組みを
整備することは重要で
ある。特に基礎科学の
分野では、科学研究費
がほぼ唯一の研究資金
となっているので、ぜひ
継続すべきである。

基礎科学を強化するこ
とが結局は国力の基盤
となると言って過言では
ないと思う。特に若い研
究者が思うように研究
できる環境整備の一環
として、競争的資金とし
ての科学研究日の持つ
意味は大きい。

7442

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24005

橋渡し研究
加速ネットワ
ークプログラ
ム

推進す
べきでは
ない

必要性がないので、推
進すべきでない。もっと
基礎研究を充実させる
べき。

実用化のための研究費
が多すぎる。基礎研究
をしっかりやれば、自然
に実用化への道が開け
る。最初から実用化を
目指すより、きちんと基
礎研究をできる環境を
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設試
等）

整えるために研究費を
まわすべきである。

7443

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133 科学研究費
このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

7444

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

クラスタープログラムか
ら経済産業省プロジェク
トへの展開例はいくつ
か見られるが、非常に
敷居が高い印象があ
る。クラスター事業での
育成とイノベーション成
長戦略実現支援プログ
ラムを併走させていた
だきたい。この際、秘密
を守られた条件で研究
の目利きからのコンサ
ルタントがのぞまれ、他
府省からの支援の取り
結びの仕組みも充実し
ていただきたい。

事例ごとに実用化のタ
イミングは異なるため、
研究の目利きのコンサ
ルタントが重要になると
考えられる。地域の中
ではその機会、コストの
両面で初期段階のコン
サルタントは難しいた
め、二つのプロジェクト
を併用して地域発イノベ
ーションが達成されると
考えられる。また、この
成果と研究開発の楽し
さが、小中学生にも見
えるようにすることも、
文部科学省にしか出来
ない施策と思われる。

7445

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

ぜひこのまま推進して
ほしい。

各研究機関が個別にも
っている膨大なデータを
機能的に最大限に利用
するには、データベース
どうしの有機的結合が
不可欠です。ライフサイ
エンスにかかわるデー
タベースは、遠い将来
ではなく、もっとも近い
将来に早急に開発され
るべき技術（創薬、食糧
問題など）の基幹をなす
大切なデータを無駄なく
利用するためにはライ
フサイエンスデータベー
スの統合が必要です。 

7446
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき 電波天文学は、我が国

が得意とする分野の一
つであり、この分野に対
する積極的投資は、世
界の中の科学コミュニ
ティにおいて、日本の独

本来日本が主導し、高
度な研究を行うことが出
来るはずであったプロ
ジェクトが予算を適切な
タイミングで確保できな
かったために、欧米勢
にイニシアティブを取ら
れ、その存在感を薄め
かけたことを忘れては
ならない。日本はすばる
望遠鏡のように天文分
野において大きなプロ
ジェクトを成功させてき
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設試
等）

自性を発揮できる分野
であり、積極的に投資
すべきである。

た実績もあり、国際共
同プロジェクトにおいて
も、十分に貢献できるポ
テンシャルがある。こう
いった分野にこそ積極
的な投資を果たし、世
界に対して日本が貢献
することをアピールすべ
きである。

7447

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

継続して推進すべき。
有能な若手の海外への
登竜門としてうまく機能
している。

7448

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
ジェクト

このまま
推進す
べき

感染症研究者が直接発
展途上国に拠点を作
り、現地研究者と直接
交流を深める地道な活
動は着実に日本の地位
向上につながり、決して
壊れることのない、人的
関係を通じ国家間の良
好な関係が作り上げら
れることは必定である。
それと共に研究者、特
に若手感染症研究者の
育成にはなくてはならな
いプロジェクトであり、日
本はイギリス、アメリカ、
ロシア、デンマーク、
等々の諸国に遅れを取
っている。

自民党の政策から諸外
国において、いまだに
箱物優先の政策が、海
外援助の主流を成し、
研究者の育成といった
人的資産への投資が明
らかに後手にまわって
いるため。

7449

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

その他

食料安全保障問題、食
の安全や信頼、地球温
暖化などの環境問題な
ど、農業や食料を取り
巻く課題は、国民にとっ
て最も重要な問題であ
り、増加している。これ
らの諸課題を解決すべ
き事業として、さらに拡
充が必要である。 
また、表面的、短期的な
視点での評価でなく、研
究の実態を反映した評
価手法により事業評価
を行うべきである。 

この事業では、農林水
産・食品産業発展のた
めの政策の推進及び現
場の解決を図るための
ものであり、産学官が
連携し、効率的に迅速
に研究を実施している。
また、外部専門家等の
進行管理も実施されて
おり、確実に成果を得る
研究体制が構築されて
いる。さらに事業化を進
めるべき課題は多い。 
また、その評価につい
ては、試験研究・技術
開発は、長い期間を要
するものが多く、その成
果の普及にも時間を要
するため。 

大学・
 基礎研究とは継続し
てようやく成果がでるも
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7450

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アチブ

このまま
推進す
べき

のであり、タンパク質分
野における成果は医療
分野への応用も期待で
きるものである。現在で
も、数々の分野で成果
が上がってきているた
め、このまま推進すべき
であると考える。

 研究者への金銭的支
援がなくなれば、日本
発信の技術が無くなり、
日本の知的競争力は低
下してしまうだろう。

7451

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

科学技術の分野は世界
的に見ても日本が最先
端を進んでおり，なおも
発展することが望まし
い．科学技術の発展の
ためには優れた人材の
育成が必須であり，そ
のために，大学に血税
を投じることは極めて正
しい税金の使い方であ
る．

意見の項で述べたこと
の他に，政権が子供手
当てや高速道路無料化
と言った人気取りのバラ
マキに他ならない政策
のために税金を使おう
としていることを危惧し
ている．税金を投じる分
野が間違っているのは
明らかであり，一国民と
しては何としてもやめさ
せなければいけないと
痛切に感じている．

7452
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27016

ノーマリーオ
フコンピュー
ティング基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

電子機器を使う際に、
従来の常にオンである
という状況から、実質的
に動作する瞬間以外は
常にオフであるという状
況を、本来あるべき姿と
して実現して行くこと
は、電子機器の低消費
電力化に際して、重要
な考え方である。 

電子機器にとっては、
人間のある動作に対応
する時間は一瞬であ
り、次の動作が入るま
では待機状態にある。
この待機状態での電力
消費は無駄であり無く
するべきものである。例
えば、コンピュータのキ
ーボード入力動作など
は典型例である。

7453
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

早く花粉症の治療をで
きるようにしてほしい。

花粉症の季節は、医療
費やマスクなどかなり出
費が多くなります。減感
作療法をする時間的余
裕もありません。はやく
根本的な治療が実用化
できるようにしてくださ
い。

7454

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

テニュアトラックに応募
する少し手前の研究
者、さらに若い大学院
生のサポートとして、中
心的な役割を果たして
おり、このまま推進すべ
きだと思います。

グローバルCOEには、
多くの若手研究者が雇
用されており、異分野交
流や海外研究者とのリ
トリートを通して、大学
院生や若手研究者を育
成する場です。テニュア
トラックの一つ前の段階
とも言える制度であり、
研究者のキャリアパス
を考えた際、はずすこと
のできない位置づけに
なっていると思います。

国家戦略として全国的
な健康・医療関連情報

我が国では個人健康情
報が散在しており、体系
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7455
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

の電子化・統合データ
ベースの 
グランドデザインの策定
とその構築する。医療
の質・効率向上、予防
医療・個別化医療等の
推進、e-ヘルス産業の
成長が期待できる。 
特にゲノムコホート研究
の成果を生かし、電子
化された健康・医療情
報を相互 
に活用し統合的にアク
セスすることにより、予
防医療や個別化医療が
実現でき 
る。

化しておらず活用できて
いない。質の高い最先
端の医療を効率的に提
供するためには、これら
の情報の集積と統合的
管理が必須であり、情
報からライフ・イノベー
ションが生まれる機会
が大幅に増えると考え
られる。個人健康情報
は、疾病予防、最適治
療法の選択（個別化医
療）等、QOL向上に大き
な意味を持つと同時
に、疫学的統計等、重
要なツールとして、将来
の健康社会を構築する
上でも財産となる。

7456

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設供用促進
事業

このまま
推進す
べき

大学や研究法人等が保
有する先端的な研究施
設の広範な分野や多様
な研究に活用を促進す
る事業は重要な施策で
ある。

大学や研究法人等が所
有する研究施設の中に
は当初トップダウンで
各々の法人の独自研究
のために設置された大
型研究開発施設が数多
く存在する。その中から
利用者のニーズの高い
先端的な研究施設の支
援体制及び運転資金を
集中的に補助して、ボッ
トムアプの施設として最
大限活用していくことは
我が国の科学技術基盤
及び応用研究にとって
極めて重要である。

7457

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

１．国立大学の施設整
備は、人材養成、研究
の基盤的インフラとし
て、最重要視されるべき
であり、普遍性を持った
予算投入が必要と考え
る。整備という行為はあ
る意味で「コンクリート」
ではあるが、景気対策、
経済対策等のための補
正予算等で整備すべき
ものではなくあくまでも
「人」への投資と考える
べきである。 
２．国を挙げて、既存ス
トックの再生として耐震
化が進められている
が、特に大学理工医系
などの施設は、激化す
る国際競争に勝ち残る
ため研究（設備）の高度
化、先端化等により、単

 豊かなキャンパスが、
豊かな人材、研究を生
み出す。
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に耐震改修では済まさ
れない状況もある。将
来にわたって高度な教
育研究機能を確保でき
る、そのような観点から
整備が必要と考える。 

7458

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムについて：本
研究分野は激しい国際
競争のもとに実施され
ており、将来の医療・食
糧・環境問題等の解決
につながる研究プログ
ラムであり、国民生活を
充実させるための知財
の確保の観点からも国
の重要施策として一層
強化推進すべきものと
考えます。また、国際的
にみても、この分野では
現在圧倒的に優位な立
場にたっており、この優
位性を持続していくため
にも、基盤技術への投
資を怠りなく続け、将来
を担う若手研究者の育
成についても国の責任
において、その施策とし
て大いに推進すべきと
考えます。

既に第４年度目を迎え、
将来の医療・食糧・環境
問題等の解決につなが
る研究成果が次々に産
生されており、国際的な
評価も高い。一方本研
究プログラムにて研究
開発された放射光設備
は世界のトップクラスに
ランクされるものであ
り、さらにわが国アカデ
ミア発の最初の化合物
ライブラリー基盤等が整
備されてきている。これ
らは来年度より本研究
プログラム内で利用さ
れるのみならず、わが
国のライフサイエンス分
野に広く利用される計
画になっているが、これ
らの基盤を利用して、現
在広く行われている医
療・環境問題等を解決
する研究開発をドラステ
ィックに前進させていく
可能性を秘めている。こ
の分野の研究のパラダ
イムシフトを起こそうとし
ている重要な研究プロ
グラムと考えます。

7459
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

天文学分野における日
本のプレゼンスを増す
ためにも、当施策は推
進すべきと考える。

天文学は暮らしに直接
関係していないと思わ
れがちであるが、「真理
を探究したい」という人
間古来の欲求に応え
る、大切な学問の一分
野である。アルマ計画
の推進により、日本国
民だけでなく世界に対し
て「日本の天文学にお
けるプレゼンス」を示し
たい。

7460
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

推進に賛成する。

日本のお家芸ともいえ
るX線天文学は、これま
であすか、すざくと、非
常にたくさんの論文を出
し、世界一ともいえる。
過去の実績から、この
プロジェクトを推進すれ
ば確実に多くの成果を

16



出せるプロジェクトであ
る。 

7461

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
文部科学省 
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金につ
いては、従来よりも増額
することで、科学・技術
分野における我が国の
国際社会における位置
を維持あるいは向上さ
せるべきである。

福祉など大きな予算が
必要な国家的な問題が
あることは十分に理解
できる。しかし、我が国
は資源に乏しく、科学・
技術に注力することで
現在の国際社会におけ
る立場を築き、また私た
ちの生活も数十年前に
比べると大きく向上し
た。現在、中国、韓国は
科学・技術予算を大きく
増額し、また、欧米でも
漸増させている。このよ
うな国際状況で我が国
の科学・技術予算を減
少させるのは国の将来
を危うくする。増額すべ
きである。

7462

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

予算の充実が必要
資源のない我が国の基
礎研究は重要。

7463
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

海外への技術流出を強
く押さえる施策を講じ、
積極的に推進していた
だきたい。 

革命的技術であり、広
い分野にコスト革命を
引き起こすことができる
と考えます。 
印刷による電子デバイ
スの製作が可能となる
と従来不可能な用途へ
の展開が広がると考え
ます。 
低迷する二次産業が回
復するための突破口と
なると考えます。

フォトニックネ

「光の道」実現の加速
は、ユーザが容易にネ
ットワークを利用できる
環境を構築すべく、通
信可能エリア拡大／通
信容量拡大はさること
ながら、これらの変化に
柔軟に対応できる光ア

・密集地域と過疎地域と
の間で、サービス提供
の遅れによる格差が出
てきているため、長延化
等によるエリア拡大が
必要になる。  
・ICTは、生活や産業イ
ンフラとして益々重要性
が高まるので、サービス
の地域格差解消は、日
本の国力の重要な指標
である。 
・特に、新産業創出にお
いて重要なインフラであ
り、地方活性化にも貢

17



7464
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

クセスシステムの研究
開発に予算配分すべき
と考える。 従来のネッ
トワーク構造より効率的
な普及を促進得る革新
的なネットワークアーキ
テクチャや装置の開発
と標準化に官民による
取り組みを国際競争力
強化の視点で推進すべ
きである。 

献する。 
・ICT利活用の増進に伴
い、情報ネットワークの
高速大容量化が強く希
求されている。ネットワ
ーク上の情報量はサー
ビスの向上により増大
方向にある。 
・上記のように広域加入
者系光ネットワーク技術
は設備の経済化や低速
から高速ビットレートま
で柔軟なサービスを提
供するものであり、国際
標準化活動を推進し、
国際競争力強化を目指
すものである。

7465

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

施策の目的が極めて重
要であるとともに，各大
学等においては，高まり
つつある社会貢献への
期待に応えるためのマ
ネジメントシステム改革
をも促す施策であると
考えられる。優先的に
実施すべきであろう。各
大学等はそれぞれの事
務組織，産学官連携推
進組織等に既に在籍し
ている高い潜在力を持
った人材を含めてリサ
ーチ・アドミニストレーシ
ョン体制を整備すべき
だと思うが，その自発的
な動きが本施策により
加速されることを強く期
待する。

一流の研究者は稀有な
存在である。一方で人
間には寿命があり，優
れた研究をできる時間
は限られている。その
限られた時間が研究以
外の仕事に過度に費や
されないよう，非研究部
門の専門人材を活用し
ようとする本施策は極
めて合理的である。

7466

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は幅
広い分野にわたり多く
の研究研究を支援し成
果をもたらしてきた。今
後もこの世界に類を見
ないといわれる研究補
助システムは維持する
べきである。

科学研究費補助金は大
学を中心とするすべて
の研究者に対して機会
均等の研究費である。
また、費用対効果の大
きい研究費である。

大学・

ヒトを対象とした研究
は、食習慣や遺伝的要
因など、各国での差を
見るため、日本人の疾
患原因や長寿の原因を
探るためには日本で行
われることが非常に重
要である。また、日本に
エコチル調査のような
大規模な出生コホート
研究は存在しないた
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7467

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

環境
省

29102

子どもの健
康と環境に
関する全国
調査（エコチ
ル調査）

このまま
推進す
べき

子どもを対象とした大規
模なコホート研究は、こ
こで中止してしまうとそ
の後の継続が非常に難
しいため、このまま推進
すべきである。

め、このまま推進すべき
である。更に大規模なコ
ホート研究はアメリカや
イギリスがトップを走っ
ているが、近年、アジア
では中国やシンガポー
ル、韓国の躍進がめざ
ましい。前記のように、
コホート研究において
は各国の状況というも
のが非常に重要となっ
ていくため、このままエ
コチルを推進し、アジア
だけではなく、世界に冠
たるコホート研究となる
ことを願っている。

7468

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24001
リーディング
大学院

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

東工大の評議員として
この政策の詳細を知っ
た。21世紀ＣＯＥ地球の
拠点リーダーだった者と
してＣＯＥ、ＧＣＯE，大
学院ＧＰの後継がどの
ようになるか大変気が
かりであった。後継がリ
ーディング大学院として
実施されることは大変
良いが、60プログラム
1400人という範囲に限
定されることは極めて
遺憾。リーディング大学
院の対象人数の大幅拡
大を強く訴える。

科学技術立国は21世紀
の日本が生き残りをか
けてすすむべき道であ
る。大学院生への支援
は、科学技術立国のた
めには国家的最重点項
目である。民主党が政
策目標として掲げたよう
に博士大学院生は経済
的な負担を周囲にかけ
ることなく勉学研究に専
念できる環境を国が整
えるべきである。

7469

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

新たな科学技術への発
展には、若手研究者が
自立して研究できる環
境が必要だと考えま
す。

研究室に雇用されてい
る状況では、ボスの研
究テーマの枠を外れる
ことが難しい。若手が自
立できることで、新たな
発想で新たな技術が生
まれることが期待できま
す。

7470

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士号取得直後の若手
研究者の能力を更に増
強するプログラムは、日
本にはこの施策以外ほ
とんどないので、この施
策は非常に重要であ
り、一層の推進が望ま
れる。

若手研究者の育成に
は、博士号取得後の環
境が重要である。その
環境を整備するプログ
ラムは残念なことに非
常に少ない。

7471
大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学

24154
研究者の養
成(海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ

このまま
推進す

若手研究者が海外で研
究することは非常に有

特に科学分野において
は、研究は世界を舞台
に行われており、海外
の研究機関で研究経験
を積むことは非常に有
益である。これは、研究
を見るというだけではな
く、人脈を築く点でも重
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法・公
設試
等）

省 ル・トレーニ
ング・プログ
ラム)

べき 益。 要。ここで人脈を築け
ば、将来の共同研究に
も繋がるし、人的交流も
増えると考える。もっと、
国内と海外との人的交
流が増えるべきである。

7472

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

これからますますの情
報化社会において、こう
した最先端のICT技術
の研究、開発は推進す
べきだと考える。 
そうしたことが日本の技
術力を向上させ、国際
社会においての優位性
や人々の安全、快適で
より豊かな暮らしにつな
がるのではと思う。

基礎科学の研究は国が
サポートし牽引する必
要がある。 
特にこうした先端量子
情報通信技術はこれか
らの技術であるため目
先の成果だけで語るの
ではなく、長いスパンで
の研究が必要であると
思う。 
そのため国が主体とな
って企業や大学などに
面立ち研究を推進して
欲しいと強く願う。 

7473

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバルＣ
ＯＥプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルＣＯＥプログ
ラムは、若手研究者の
人材育成、特に国際競
争力をつける上で重要
な役割を果たしており、
現在だけでなく将来の
日本にとって非常に有
益な施策であり、引き続
き推進すべきである。そ
して可能であるならば、
予算を増額すべきであ
る。

 日本史研究において
は、その研究分野の特
色故に、学生や研究者
が国際学会で報告する
機会はなく、教員も学生
に提供できるだけの国
際学会についての情報
を有していないのが実
情である。また、思想史
や東洋史、西洋史、考
古学、国文学とは学問
的な交流を持つ機会は
あるものの、他の学問
分野、特に社会科学系
の学問分野との交流は
ほとんどない。このよう
な状況の中で、私はグ
ローバルＣＯＥプログラ
ムに所属したことで、国
際学会の情報を得て、
学会報告の訓練を受
け、国際学会で報告す
ることが可能になった。
この結果、海外の研究
者から研究に関する貴
重な意見やアドバイス
を受けることができるよ
うになった。また、グロ
ーバルＣＯＥプログラム
は学際的なプログラム
であることから、様々な
学問分野の人達との研
究活動により、新たな研
究方法や研究視角を得
ることができ、研究の視
野が広がり、研究をより
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深めることが可能となっ
た。 
 国際学会での報告
や、日本史研究に不可
欠な資料調査では、学
生や若い研究員にとっ
て旅費が大きな負担で
あるが、この点に関して
も、グローバルＣＯＥプ
ログラムの財政的な支
援によって、海外での
報告や遠方地域におけ
る資料調査が可能とな
り、より充実した研究活
動を継続することができ
るようになった。 
 以上の私の経験から
も、グローバルＣＯＥプ
ログラムが若手研究者
の育成にとって非常に
有益なものであることが
指摘でき、引き続き推
進すべきであると考え
る。

7474

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

持続的発展可能な社会
を目指すグリーン・イノ
ベーションは、環境・資
源・エネルギー・食料
等、あらゆる側面で日
本の将来にとって非常
に重要な課題である。
植物科学はグリーン・イ
ノベーションに非常に深
い関連を持つ。グリー
ン・イノベーションの成
功の為には、植物の潜
在能力を如何に理解し
利用できるかが、非常
に重要な鍵の一つであ
る。

日本の植物科学の基礎
研究レベルは国際的に
見ても非常に高い。中
長期的な国際競争力の
維持並びに応用研究と
の連携のためにも、植
物科学分野において多
くの大学発グリーン・イ
ノベーション創出事業の
実施が望まれる。この
事業が実施されれば、
植物学分子生物学の発
展に伴い近年増加して
きた若年層の優秀な植
物科学分野の若手研究
者の育成に非常に大き
く貢献する。

7475

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBF は、世界最高の性
能を持ち、世界をリード
した研究が出来る。日
本の基礎物理の研究の
中心になることは間違
いなく、この計画を一層
促進してほしい。 

不安定核の研究では日
本が世界をリードしてき
た。原子核構造の究極
の理解に繋がり、非常
に重要な研究である。
RIBF は、今後とも世界
をリードした研究が出来
るだけでなく、若手研究
者のやる気を起こさせ、
育成にも繋がる。今後
の日本の基礎研究に多
大な貢献するのは間違
いなく、先端加速器によ
る基礎科学を進めてほ
しい。 
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7476

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

継続して推進すべき。

日本が世界トップレベ
ルにあるニュートリノ物
理で引き続き優位性を
保つために是非とも必
要。

7477

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

ライフイノベーションの
推進において重要な施
策のため、このまま推
進すべきと思います。

生命分子システム基盤
研究で蓄積されている
研究結果を、創薬など
に応用化され、市場、社
会に還元されれば、国
民にも有益と思われる。

7478

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速エッジ
ノード技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

高速化の一途を辿るネ
ットワーク加入者を収容
するため「超高速エッジ
ノード技術」を早期に実
現する必要がある。本
計画は積極的に推進す
べきである。

通信トラフィックの急増
は異常なほどで、早急
かつ根本的な解決が必
須である。電子スイッチ
を基本素子とする現状
のIPルータやイーサネッ
トスイッチは早急に光化
することを考えなければ
ならない。さもなければ
エネルギー供給の面で
も大きな困難に直面す
ることは明らかである。

7479
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

理系出身ではない一般
人です。ＷＰＩの中でも
特にIPMUについて。ＩＰ
ＭＵは機構長自ら先頭
に立って所属の研究者
がアウトリーチ活動にご
尽力されています。講
演やサイエンスカフェに
参加し、新鮮な知的な
驚きと、新しい風を感じ
ました。基礎科学の重
要さと魅力を知りまし
た。また新たな学問分
野を切り開くためには学
問分野の連携が必要だ
という考え方も新鮮でし
た。世界トップクラスの
研究者の方々のお話、
考え方、プレゼンテーシ
ョンなどのヒューマンス
キルは、それを見聞き
するだけでも、自分の
本業において様残なヒ
ントをいただき、見習う
ことできます。そんな優
秀な方々が終結した国
際的な研究所が日本に

天動説から地動説への
変化、宇宙膨張の発
見、それに次ぐ人類の
価値観を根底から覆す
ような大発見に日本発
の研究所ＩＰＭＵなどが
手の届くところまできて
いると伺いました。宇宙
は構成、始まり、将来、
法則支配、生命の存在
などこれまでの人類の
数千年に及ぶ問いに哲
学から科学で答えを見
つけられるようになっ
た、という考え方をＩＰＭ
Ｕ機構長の講演や、関
連の本などで知りまし
た。以前は宇宙と言え
ば天文学や宇宙開発な
ど既存の話題でした
が、こうやって世界の優
秀な研究者が垣根を越
えて新たな学問の分野
開拓していることは、そ
れだけでも一般市民で
さえも価値観や視野が
広がり、未来への展望
も開け、希望を感じま
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あることに、誇りと文化
の将来への安心を感じ
ます。何から何まで先
鋭的な、何かやってくれ
る、そんな期待感が膨
らむ提案やアウトリーチ
活動を今後も活発に続
けていただきたいです。

す。また「顔も見えるア
ウトリーチ活動」でその
ワクワクを市民に還元
してくださいます。この
ような人類の英知への
挑戦と優良な研究所を
ぜひ継続、優先的な施
策としていただきたいで
す。

7480

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理科教育に必要な器具
を用意する補助金は、
従来のレベルで続けて
いただきたいと思いま
す。

理科の教員の中には、
専門分野以外はあまり
得意でなく、そのために
実験や実習の指導をた
めらうケースがあるよう
です。一方、地球惑星
連合大会などの場でも
発表されたとおり、手軽
にできる実習を熱心に
開発している教員がい
ます。そのような教材開
発を学校の現場で行
い、必要な機材を準備
するための資金援助は
引き続き必要だと考え
ています。

7481
その
他

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

今の日本にはあまり資
源がなく、技術で生計を
たてていくしかないと思
います。しかし、今回の
不況でなかなか輸出も
うまくいっていない状況
だと思います。国民の
生活を安定させ、安心し
て生活できるようにする
には雇用の確保が不可
欠です。この大面積エ
レクトロニクスを印刷で
実現する、ということは
今後の日本にとって非
常に重要な技術であ
り、根幹を担うに値する
ものだと思います。なの
で、ぜひ推進していくべ
きではないでしょうか。

この大面積エレクトロニ
クスの実現は、工業的
に非常に大事なことで、
実際に商業的ラインに
のせて生産するには欠
かせないことです。特に
印刷や塗布といった技
術は生産性が高く、これ
ができることで初めて他
の基礎的な研究も意味
がでてくると思います。
今日本のこれらの技術
は、比較的ライバル国
よりも秀でており、シェ
アを確保するチャンス
が十分にあるはずで
す。なので、ぜひ推進し
ていくべきだと考えまし
た。

7482
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

J-PARC で計画されて
いる加速器を利用した
基礎研究を今後も進め
るべきであると思いま 
す。 

これまで、高エネルギー
加速器研究機構(KEK)
の加速器を利用した基
礎研究の蓄積によっ 
て、この分野の研究で
は、日本の研究水準は
世界の最先端にありま
す。J-PARCの加速器 
は世界最高の性能を持
ち、これからの基礎研
究の展開が世界中の研
究者から期待されてい 
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設試
等）

ます。J-PARC加速器に
よる基礎研究を推進す
ることは、これまでの日
本を中心とした研究 
体制を維持し、世界をリ
ードする研究を進めて
いくことができます。 

7483

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 国立大学法人等の施
設は、イノベーションの
創出や次世代の科学技
術を牽引する優れた人
材の養成、独創的・先
端的な学術研究、高度
先進医療の推進のため
の拠点であり、我が国
の経済成長、科学技術
立国の鍵を握る人材力
を強化し、技術力を発
揮していくためのイノベ
ーションの基礎となるも
のである。 
 これまでの運営費交
付金や補助金の削減な
ど大変厳しい状況にあ
る中、大学は懸命の努
力により対応している
が、国立大学法人等の
教育力・研究力を強化
し、かつ、質の高い医療
を提供するため、国立
大学法人等施設の重点
的な整備が必要不可欠
である。 

国の財政状況は、依然
として厳しい状況にある
が、「新成長戦略（平成
22年6月18日閣議決
定）」に示されていると
おり、大学で行われて
いる研究は、日本の経
済成長のプラットホーム
である。 
 また、大学は、今後の
日本を支える人材育成
を行う重要な基盤であ
ることは言うまでもな
い。 
しかしながら、今後の日
本を支える基盤である
べき大学の施設は、機
能面において老朽化が
進んでおり、十分な教
育・研究を行う環境が
整っていない他、優秀
な人材が魅力を感じな
いほどに教育研究環境
の整備が遅れている。 

7484

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

研究者の感染症及び熱
帯医学研究活動を支援
する重要な制度であり、
着実な予算確保が必
要。 

若手研究者の熱帯地で
の実地研究を支援する
プログラムであるから。

7485
その
他

50～
59歳

総務
省

20102
超高速エッジ
ノート技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は全ての
産業の基幹となる産業
です。国際競争力の観
点から見ても、日本が
誇る分野です。この予
算を削減することは、資
源の無い国が、技術開
発もせず、どうやって国
を安定させて行くのか
不安になります。現内
閣が経済オンチと言わ
れないためにも、民主
党に政権交代を期待し
た国民のために、予算
削減は止めて頂きたい

光通信産業が、将来の
雇用をかなり見込める
ことと、若い技術者、学
生に希望を与えるため
に、予算削減は阻止し
て下さい。優秀な官僚、
議員ならわかるはずで
す。 
お願いします。 
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です。 

7486

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

推進す
べきでは
ない

基礎研究は、広い分野
の多数の研究者の息の
長い努力によって成果
が生まれるものであり、
重点投資になじまない。

世界的研究拠点は個
人・グループの持続的
努力によって生まれる
ものであり、政策によっ
て突然生まれるもので
はない。日本の大学全
体の基盤整備、国際的
な人事の流動化の促進
等、環境整備に注力し
ていただきたい。

7487

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費はボトムアップ
型の研究費であり、科
学の本質の探究には絶
対必要。また、基金化
については、科研費の
安定的運用という点か
ら見ても賛成。

基金化は、現在実行中
の研究を不安なく進め
ていくためには効果的。
政策の変更等において
左右されるような不安
定な予算は、きわめて
使いにくい。

7488

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本が世界に誇る大強
度陽子加速器を持つ実
験施設であり、日本が
率先してこの分野を開
拓していくためにも是非
応援したい施策である。

世界最高レベルの加速
器と実験施設からなる
J-PARCが動かなけれ
ば、日本の物理学や工
学分野の発展が立ち行
かなくなり、世界の中で
の日本の科学技術の地
位が保てなくなる。

7489

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

この事業を削減したら、
科学技術分野を担う若
者の士気に影響する。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

7490

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）

このまま
推進す
べき

特に難病に関しては、
罹患者が少ない、デー
タも少ない、薬を作って
も売れる数に限りがあ
るとの理由で、民間の
参入が難しい部分が多
くを占める。こういったと
ころこそ、基礎研究から
応用まで国が責任を持
ってカバーすべきでは
ないか。成果が出にく
い、時間がかかる分野
であることに理解を求
め、データを蓄積するこ
との重要性を認識して
ほしい。また効率的に
研究を進める上で情報
システムの整備は急務
であり、国際的なネット
ワークを更に強める必

無駄を省いて必要な経
費の捻出に努める政府
の姿勢は評価できる
が、事業仕分けの様子
を見ると、対象となる研
究所が何をしているの
かの理解が無いままに
進められている事に危
機感を感じている。難病
の患者らが、こうやって
予算が削られていけば
私たちのことはどこもや
ってくれなくなってしま
う、と嘆いておられた。
目先の成果を追求する
のではなく、長期的な視
点に立った政策を進め
られることを望む。
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要がある。

7491

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

施策自体はぜひ推進す
べきだが、ヒアリング資
料の目的や目標に内容
や具体性が欠けている
のでその点の改善をす
べき。

上記参照されたし。

7492

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8は、J-PARC、
RIBFやKEKBなどととも
に我が国が世界に誇る
先端加速器施設であ
る。科学技術立国を標
榜する我が国の立場か
らはもとより、文化とし
ての学問を世界に発信
する国としても世界の
尊敬を集める観点か
ら、先端加速器を用い
た基礎科学研究への支
援について今後とも重
点的に推進してもらい
たい。

世界に2つとない最先端
大型加速器でしかでき
ない先端基礎研究を推
進できる場を世界に提
供する。先端加速器施
設の研究を支援するこ
とで、当該分野の研究
において我が国が世界
をリードできる。こうした
先端加速器施設を持て
る国は限られている。こ
のことは、我が国の科
学技術文化立国として
の立場をより効果的に
世界にアピールできる。
また、次代を担う研究者
の育成効果について、
世界最先端の研究施設
で研究をすることの効
果は議論をまたない。 

7493
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

大学が増えたので、働く
女性や子育て中の女性
でも学べる機会が増え
たように思います。その
ための支援に何が必要
か、しっかり調べて、施
策に反映させてくださ
い。

同上

7494

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

継続して推進すべき。
人材交流、学術の国際
化に大いに役立ってい
る。

7495 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

60歳
～

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス

このまま
推進す
べき

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
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設試
等）

テムの整備 す。そのためには、リサ
ーチ・アドミニストレータ
ーを育成・確保するシス
テムの整備が必要で
す。優れた能力を発揮
できるように、ぜひ予算
をふやして下さい。

的な国家予算でありま
す。そのためには、リサ
ーチ・アドミニストレータ
ーを育成・確保するシス
テムの整備が重要で
す。

7496
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム

このまま
推進す
べき

当エリアにおいて知的
基盤の構築は今後の産
業振興、地域経済活性
化の面で非常に重要な
ものと考えております。
農業や工業を中心とし
た当地域の産業を、付
加価値の高い競争力の
あるものにするために、
当事業は極めて有用な
ものであります。当事業
を通じてすでに参画企
業には将来的な可能性
をイメージし、研究成果
に期待を寄せていると
ころが少なくありませ
ん。先端の技術開発型
の研究と産業分野への
技術移転には長い時間
を要しますが、短いスパ
ンの中でも企業の意識
改革、学習意欲も向上
しており、取り組みを続
ける中で刺激を受け、
少しづつではあります
がこの消費低迷する市
場環境にあってすでに
経済効果の出始めてい
る事業体も出てきており
ます。今後の要望として
は、事業期間の延長や
参画企業に対する予算
配分が可能となるような
枠組みができないかご
検討をお願いできれば
と思います。

知的基盤の構築や事業
の円滑な推進のため
に、事務事業や管理、
コーディネートを行う人
材の育成、配置が必要
であります。地域におけ
る知的人材の雇用機会
の向上、地域の大学を
卒業する優秀な人材の
地域への定着（地域に
これまで少なかった専
門性を活かせるような
職域の拡張）、高度研
究開発事業を経験する
事による人材育成の面
でも本事業は重要なも
のであると考えておりま
す。

7497

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

アレルギーの解決に向
けた研究を望む。

小さい頃、喘息の経験
があり、アレルギーの研
究は非常に重要である
と考える。

大学・
公的

国の支出を減らすため
に、色々なところで交付
金が縮小されています
が、人を育てる方面（文
化とか教育とか）は、一
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7498

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

日本のポストゲノムを支
える良いプログラムだと
思うので、規模縮小せ
ずに継続してほしい。

旦規模縮小するとそれ
だけ人材が衰えるの
で、交付を縮小するの
は間違っていると思い
ますが、特にポストゲノ
ム関連は、一旦世界か
らおいて行かれたら二
度と日本の権威を示せ
なくなると思うので。

7499

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

博士課程を充実するた
めには修士課程（博士
課程前期）から対応す
ることが不可欠である。
この施策に修士課程が
対象になっているかが
不明である。現状は、就
職のよい修士課程で多
くの優秀な若者が企業
にとられ、大学院博士
課程の進学する若者が
激減している。これへの
対応が急務である。博
士課程の学生の将来に
夢の持てる施策をお願
いしたい。

博士課程の終了後のキ
ャリアパスが不十分で
ある。特に、任期付きの
ポストが多く若手研究
者に短期的な対応を強
いている。そのために、
修士の学生には、大学
に比べて企業が魅力的
になっており、博士課程
の弱体化を招いてい
る。また、充足率を確保
するために将来の我が
国へのリターンの十分
な検討なしに留学生を
導入している。今必要な
のは、我が国の若手の
教育条件の改善であ
る。次に留学生対策で
ある。しかも、我が国に
明瞭に利益になること
を重要な基準とすべき
である。現状では、留学
生の受け入れが自己目
的化しており、税金の無
駄づかいは否めない。
この政策はその意味で
重要である。

7500

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

増額して推進するべき。

これは研究者の自主性
に任される点が大きい
補助金であるが、縛り
が少ない自由な研究に
よってこそ、現在の流行
に惑わされない将来の
ブレイクスルーが生ま
れるものである。

7501 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術の発展および
それを担う人材の育成
の重要性を再認識して
いただき、これまでの研
究者の努力と成果を無
にするようなことは決し
てないよう強く希望いた

国土も小さく資源も乏し
い日本において、科学
技術こそが我が国の発
展のために残された道
ではないかと考えます。
その発展には研究者が
なんの束縛も受けずに
研究に専念するための
環境をつくることが重要
なのはいうまでもないこ
とです。科学技術の発
展およびそれを担う人
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等） します。 材の育成の重要性を再
認識していただき、これ
までの研究者の努力と
成果を無にするようなこ
とは決してないよう強く
希望いたします。

7502

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

大阪大学にて数理科学
と金融経済学の接点の
研究・教育に携わって
いる研究者の立場から
の意見する。 
わが国の数学・数理科
学研究の研究成果は世
界的にも高く評価されて
いるものである。ガウス
賞を受賞した伊藤清の
仕事が典型的だが、数
学の高度に抽象化され
た学問体系が、金融経
済学のような他分野で、
問題解決のための本質
的に重要な道具となり
応用され、これまでにな
い新事実の発見や進歩
を促す起爆剤になり得
る。そして、このような数
理科学と他分野の連携
形態は、中途半端なレ
ベルに留めては決して
いけないものである。例
えば、数理科学と金融
経済学の接点にある金
融数学・金融工学の分
野では、不十分な理解
に基づいた応用が、今
回の深刻な金融危機を
引き起こす一因となっ
た。これは金融危機以
後の研究者の一致した
見解であり、既に欧米
諸国では、反省に基づ
いた新たな振興政策、
すなわち、数学・数理科
学を基盤とした強固な
他分野との連携を目指
した政策、が行われ始
めている。 
本施策は世界的にも卓
越した日本の数学力を
日本の科学技術力や国
力に転化する仕組みを
積極的に構築すること
となると考えられる。ぜ
ひ積極的に推進すべき
である。

（１）平成19年度から始
まったJSTの戦略的創
造推進事業「数学と諸
分野の協働によるブレ
ークスルーの探索」にお
いて、多くの研究者が
諸分野との問題との連
携を模索することに着
目し始めた．その関心
の高さは本戦略領域へ
の採択率が約１０％程
度であったことからも伺
え、本政策を実施する
数学者側の基盤ができ
つつある。 
（２）九州大学・東京大
学が平成２１年度に行
った文部科学省委託調
査研究「数学・数理科学
と他分野の連携・協力
の推進に関する調査・
検討」において、産業界
を含む他分野から数学
との連携を求める声が
強いことが示されてい
る。 
（３）本施策の少額投資
でも最大効果が得られ
るところに数学・数理科
学の投資に足る理由・
魅力がある．財政事情
が厳しい我が国におい
て，比較的少ない投資
で極めて有効な成果を
もたらす数学・数理科学
振興は推進すべき施策
である。 
（４）諸外国において
は、既に競い合うように
数学・数理科学振興政
策がおこなわれている。
諸外国の産業界からの
評価は非常に高い。 

日本がこれらの基礎科
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7503

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

理研RIBF・J-PARCの
推進やKEKB高度化な
ど、先端加速器による
基礎科学を進めていた
だきたい。これらの加速
器は世界最高の性能を
もち、世界の研究者か
ら待望されていたもので
ある。これらの計画は
世界に先駆けて始めら
れたものであり、これら
を一層推進することで、
日本が当分野で世界を
確実にリードできる。

学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。 
また、近年では研究現
場での国際協力が進ん
でおり、多くの外国人研
究者が参加している。
今後さらに海外からの
人的、資金的な協力が
得られる。世界最高の
施設で研究を行うことは
基礎科学の若手研究者
育成にとってきわめて
有効であり、人的な資
源の創出にも寄与を果
たす。

7504

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベー ショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域や日本における産
業国際競争力の復活を
はかるため、文部科学
省の関与のもと、大学
における技術シーズを
上手く見いだし産業応
用へと育て上げる、イノ
ベーションシステム整備
事業をさらに充実させて
ほしい。

日本は現在中国や韓国
をはじめとする新興諸
国からの激しい追い上
げにあっている。産業に
結びつく科学技術のさ
らなる振興が日本の将
来のためには必須であ
る。イノベーションシステ
ム整備事業は、これま
で大学に埋もれがちで
あった多くの有用技術
の開発に寄与した。こ
の事業の充実は競争力
の向上に大きく貢献す
る。また大学における技
術シーズをうまく育てる
ためには大学の状況を
良く把握している文部
科学省の関与が必要で
ある。

7505
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

「はやぶさ」、HTV、地球
観測はいじめ、わが国
の多くの宇宙技術・利
用の成果は国際平和に
貢献するもので、大い
に世界展開すべきであ
る 

半世紀にわたるわが国
の宇宙技術・利用の成
果は、幾多の苦難を乗
り越えた真の実力であ
り、今後も継続させるこ
とで、わが国の人財育
成・継承や世界貢献、
産業振興に寄与するも
のと信じている

今後の地球環境を考え
る上で、化石燃料の消
費を抑えていく必要が
ある。現在また将来も
急成長を続けるであろ
うアジア諸国などのエネ
ルギー需要を満たすた
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7506

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24165

高度な３S
「人材・技術」
を活かした日
本発原子力
の世界展開

このまま
推進す
べき

わが国の持つ原子力発
電技術の優位性を保つ
あるいは向上させるた
めには、原子力発電技
術そのもののみなら
ず、安全性、安全保障、
核物質防護、放射性廃
棄物の処理処分技術な
ど、一連の技術をパッ
ケージとしてとらえ、今
後の世代の人材育成を
含めてたゆまぬ技術力
の向上を図っていく必
要がある。

めには、新エネルギー
の利用とともに、クリー
ンで大規模なエネルギ
ーが得られる原子力発
電の導入が必要不可欠
である。 
原子力発電について
は、現在でも日本はそ
の安全性や品質保証の
面でも高い技術力を保
有しているが、これらに
さらに磨きをかけ、積極
的に技術の普及に努め
ていく必要がある。ま
た、原子力発電のアキ
レス腱ともいえる放射性
廃棄物の処理処分技術
をパッケージとすること
で、さらに原子力発電
の普及が促進されるも
のと考える。

7507
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27018

次世代高効
率・高品質照
明の基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

下記の理由のように、
極めて重要と思われる
ので、是非、より大きく
推進してほしい。

有機ＥＬ照明は省電力
の上、有機発光材料が
極めて薄いので、廃棄
物も少量化し、基板もリ
サイクルできる。将来の
低ＣＯ２、循環型社会に
必須の照明である。ＬＥ
Ｄ照明のように、枯渇が
心配される希少金属も
使用しないので最終形
に近い照明と思われ
る。

7508

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学に対する施設
の整備は非常に遅れて
いるので、特に既存の
設備に関する保守、ア
ップデートを、必要性を
吟味しながら進めて欲
しい。

新しいことに関しては予
算が付きやすいが、既
に存在する設備に対す
る保守やアップデートは
ないがしろにされやす
いと感じる。そのため、
私立大学などにくらべ
て、貧しい設備で教育を
行う必要があるという問
題がある。

7509

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

世界トップクラスのビー
ム強度をもつJ-PARC
は、中性子散乱、ミュオ
ン実験施設、原子核・素
粒子やニュートリノ実験
施設など、いずれも他
の施設では実施できな
い最先端の実験環境を
国内外の大学や企業等
の研究者に対して提供
する事ができる。共用
運転によるビーム時間
の確保はこれらの研究

一つの大型陽子加速器
を複数の研究機関で共
同で建設し共同利用す
るJ-PARCは、その運営
方法自身が極めてユニ
ークであり、今後の大型
共同利用施設運営の典
型例として世界に誇る
べきものである。その運
転資金の確保は、J-
PARCの存在意義のま
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者や大学院生の研究に
とって死活問題であり、
最優先で実施されるべ
きものと考える。

さに根幹として位置づけ
られるべきものである。

7510

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

同プログラムはこのまま
推進されるべきであると
考えます。平成１４年度
より、 
継続的に構造解析の基
盤が整備され、またこう
した基盤を生かす人材
も育成され 
つつあり、この基盤、人
材により我が国の構造
研究は世界をリードす
る形で推移 
してきています。次代の
基礎研究、産業応用に
も供する成果も次々と
上がってお 
り、同プログラム推進を
減速することは、今後の
日本にとって大きな損
失になる 
ものと考えます。 

基礎研究はインスタント
に産業応用に結びつく
ものではありませんが、
ある分野 
について継続的に続け
られなければ、国の次
代を担う成果が産出さ
れません。知 
財の観点からも基礎研
究なしに産業振興のな
いことは明らかであり、
大型基礎研 
究は国の施策によって
のみ成り立つことを考え
れば、同プログラムは
変わらずに 
推進されるべきものと考
えます。 

7511

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

私は博士課程に在籍す
る大学院生であり、生
命分子システム基盤研
究に関連して研究を行
っております。この領域
については、生物学的
に、また実用上に関して
も重要性が高いタンパ
ク質に対して精力的に
構造解析を中心とした
研究が進められている
と感じています。特に最
近になって質の高い成
果も多く挙げられるよう
になってきており、この
まま推進すべきである
と考えています。

近年の構造解析におい
ては、ターゲットタンパ
クプロジェクトで提唱さ
れているように、役に立
つタンパク、重要なタン
パクに取り組むことが求
められており、私自身も
その必要性を強く感じて
います。しかし、そのよ
うなテーマの標的は非
常に困難なことが多く、
分子生物学や生化学の
分野と違って構造解析
に至らないと成果とされ
にくい構造生物学分野
の研究者にとっては非
常に心理的、労力的に
負担の大きな時期だと
感じています。しかし、
当該領域では地道な検
討を経て優れた成果が
多く報告されるようにな
ってきており、今後の結
果も期待されます。その
ためこのまま推進すべ
きと考えます。

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、ま
ったく予想のできなかっ
た応用の可能性が発見
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7512

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニス
アテイブ

このまま
推進す
べき

進されており、新聞に報
道されるほどの成果が
いくつも発表されていま
す。一方、国際的にも注
目され、その分野を学
術的に先導するような
成果も続々と報告され
ています。したがって、
最終年度の23年度には
特に重点的な予算配分
が必要だと思います。
本年度より減額された
23年度予算要求額がさ
らに減額されるべきで
はないと思います。

された例はたくさんあり
ます。「ターゲットタンパ
ク質研究プログラム」
で、最近チトクロム酸化
酵素の高分解能解析に
よって細菌と哺乳動物
に重要な構造的相違点
が発見され、それから、
創薬の可能性が生まれ
ていることも好例です。
このように、本プログラ
ムは学術的進歩に大き
く貢献するだけでなく革
新的に新規な応用への
貢献も期待できます。

7513

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

私はプロジェクトで雇用
されているポスドクで
す。改善できる点はまだ
まだあると思います（今
の状態よりよりベストな
運営があるかと）が、目
的・大儀は大変重要だ
と思います。

日本の競争力という観
点で、科学技術に頼る
ところが大きいと考えて
います。しかも長野地域
というコミュニティの大き
さで、その一翼を担って
いるプロジェクトです。
運営方法は改善の余地
があると感じています

7514

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

世界と伍する競争力を
有する大学づくりのた
め、様々な分野におい
て、国際的に第一級の
力量を持つ研究者等を
育成することは重要で
あると考えられる。

国際的に活躍する人財
を育成することはこれか
らの我が国にとって重
要だと考えるから。

7515

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学技術を推進するた
めには、それを遂行す
るための予算や人材確
保は不可欠である。そ
のため、この事業の予
算の拡充を求める。

日本には、これまでに
優れた産業や技術が発
展してきた。不況と言わ
れて久しい今だからこ
そ、原点とも言える科学
技術に目を向け、国家
の基礎となる体力を補
充するべきである。

7516
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20106
準天頂衛星
システムの研
究開発

このまま
推進す
べき

インフラとして不可欠と
なった衛星測位システ
ムは、コンシューマ向け
周辺サービスの発展や
危機管理基盤としても、
アジア太平洋圏をカバ
ーできる自前の拡充を
すべきと考える。

元来、軍事インフラであ
る他国の衛星測位シス
テムに依存することは
危機管理上好ましくな
い。また、周辺サービス
技術・基盤の一層の発
展が予想される中、準
天頂衛星システムの整
備は、アジア太平洋圏
での商機を確実なもの
とするための必要条件
である。

大学・
公的

我々はタンパク質の機
能・構造解析の研究を

本研究プログラムにお
いて、構造が理解でき
たことにより、タンパク
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7517

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

すすめることによって
様々なソリューションを
提供することができた。
我が国のライフサイエン
ス全体に資する基盤を
構築することは非常に
重要なことである。

の機能が理解できるよ
うになった。構造生物学
がライフサイエンスのあ
らゆる分野にとって欠く
べからざるものになりつ
つあることを鑑みさらに
積極的に進めるべきで
ある

7518

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

技術立国を目指す日本
にとって、大学での研究
は必要不可欠です。そ
の研究を活発にするた
めには、若手研究者や
学生の教育、育成が重
要だと考えています。し
かし、現在の日本の風
潮では、まだまだ大学
院、特に博士課程に進
んで研究するというの
は一般的ではなく、また
経済的にも難しいという
のが現状です。そのよう
な状況を改善するため
に、大学での研究、教
育の支援をすることは、
日本の技術、産業にと
って長期的な発展をも
たらすと思います。

新しい技術や基礎研究
の発展のためには、大
学での研究が非常に重
要であることは明白で
す。その大学での研究
では学生が担う部分も
少なくありません。ま
た、そのような学生が将
来の日本の研究を担う
ことになることも明らか
です。しかし日本ではま
だまだ博士課程に進む
ことが一般的ではありま
せんし、学生からしても
同級生が就職して社会
人として活躍していく中
で学生を続けてゆくの
は肩身が狭いと思いま
す。そんな中で、経済的
に学生を支援し、経済
的な自立を促すことは、
学生の研究活動の充
実、ひいては大学の研
究、日本の経済、産業
の発展につながると思
います。

7519

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策については，総
務省施策20110「フォト
ニックネットワーク技術
に関する研究開発」との
内容の相違が明確では
なく，両者を事実上同一
の施策とみなした上で，
予算配分を見直すべき
である．

新世代ネットワークの研
究は2000年代半ばより
推進されているが，そ
の内容は光ネットワーク
の物理層に技術開発が
主たるものである．上位
層のネットワークプロト
コルについては現在広
く使われているインター
ネット・プロトコル（IP）を
否定はしているものの，
現在に至るまでIPを越
えることのできる国際的
な提案をしているとは言
い難い．本当にIPを否
定しなければならない
のかという技術的必要
性について，抜本的な
再検討が必要と考え
る．

7520
その 30～

文部
科学

24009
特別奨励研

このまま
推進す

優れた若手研究者の育
成は重要だと思いま

日本の将来を担う若手
に育ってもらいたいで
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他 39歳 省 究員事業 べき す。 す。

7521

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

山口県における科学振
興は、他県に比べると
まだまだ進んでいない
現状にあります。地域イ
ノベーションクラスター
プログラムの継続的な
予算配分を要望しま
す。

リーマンショック以来、
日本経済の衰退に伴う
研究開発拠点の統廃合
や研究開発費の削減に
より、地域における研究
者は減少の一途をたど
っています。このような
中、大学における研究
開発は、その重要度が
ますます高くなってお
り、現在山口県におい
て研究開発をしている、
ＬＥＤ用部材開発を中心
とした省エネルギー分
野は、これからの日本
の将来のため着実な予
算配分による事業継続
が必要と考えます。

7522
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

ポスト3.9G(LTE)、4G
(LTE Advanced)を睨ん
だ研究開発の主導権を
我が国が取り戻し、最
先端の無線通信技術を
梃子に低迷する経済を
牽引する産業を育成し
ていくためにも、本施策
はぜひ強力に推進して
いただきたい。

ヒアリング資料にもある
ように、欧州やアジアの
新興国では国の強力な
バックアップにより研究
開発が推進されてい
る。我が国もこれまで長
きに渡って世界の移動
通信技術開発を主導し
てきた実績を生かし、こ
れら新興国に先んじる
ために国主導で本施策
の研究開発を推進する
べきである。

7523

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバル COE プログ
ラミは、現在の質を保ち
つつ、推進をすべきだと
考えます。

グローバル COE プログ
ラムは、大学の (特に研
究機関としての) 新しい
在り方を非常に良く 
体現しています。このプ
ログラムにより、パーマ
ネントポジションに就い
ている研究者は 
勿論、ポスドクや学生へ
の幅広い支援 (研究設
備の充実、海外短期留
学、論文投稿費補助、 
等等) が可能となってお
り、研究機関としての大
学の価値を高めていま
す。

7524

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

世界規模で取り組むべ
きエネルギー問題の一
つの解決策として非常
に重要なプロジェクトで
ある。基盤となるプラズ
マ科学の発展をも含め
て推進する事が必須で
ある。

プラズマは現在、産業
応用から天体プラズマ
の理解まで幅広く用い
られている。このプラズ
マ科学をエネルギー生
産と共に発展させる事
は、日本の国際的優位
性確保につながる。
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7525
民間
企業

60歳
～

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

最優先課題と考える。 
産業構造の空洞化を生
み弱体化している研究
開発、製造技術の活性
化のために要素技術と
して基礎的な装置、デ
バイスの研究開発は極
めて重要である。 

通信技術は国際的な標
準化を基本とし、その中
で優位性を確保するた
めに不可欠な課題と考
える。 
また製造の空洞化によ
る技術的裾野の矮小化
に歯止めをかけるため
により知的なな手段に
よって打開できる課題と
考える。かつ一民間企
業のレベルで対応でき
る規模のものではなく
電波政策も含めた国と
しての重要課題である。

7526

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

事業範囲の適正化を求
める

本事業に含まれると考
えられるPDBj事業では
「データベースの編集・
公開」と「検索以外のサ
ービスを提供するツー
ルの開発」の両方を実
施しているが、組織規
模に対して実施内容が
広範過ぎる。その結果、
検索システムは海外の
PDB拠点に比べて劣悪
なユーザーインターフェ
ースとなっており、検索
には海外のPDB拠点の
ウェブサイトを使用して
いる。周辺の同僚に尋
ねても同様であった。ま
た、日本語のキーワー
ドで検索できるように機
能が追加されている
が、興味深い生命科学
分野の論文などは英語
で提供されることが大
半であり、日本語検索
には意義を見いだせな
い。データベースの基
本は「編集と検索」であ
り、基本が疎かである
現状を鑑みると、PDBj
事業は「データベースの
編集・公開」に専念すべ
く、事業範囲を適正化
する必要がある。また、
検索システムにおいて
も、自己満足ではなく
「何が求められている
か」を把握する姿勢が
必要である。

7527
公益
法人

50～
59歳

総務
省

20112
ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー

このまま
推進す

会話レベルの自動音声
翻訳技術に成功してお
り、このまま研究を推進

特に、日本人の会話力
は劣るところがあり、今
後のグローバル化を考
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ション技術の
研究開発

べき すべきである。 えると、もっとも期待さ
れる技術分野である。

7528

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

素粒子研究分野は、我
が国が世界に誇ること
の出来る成果を上げて
おり、より積極的な研究
投資が望まれる。

素粒子研究は、研究自
体は基礎科学であり、
我が国の得意分野の一
つであるが、一方で民
間投資はあまり望めな
い部分であるため、政
府が積極的に投資し
て、その研究の前進、
発展を後押しすべきで
ある。

7529
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットたんぱく質研
究プログラムは非常に
難しい研究であるにも
かかわらず素晴らしい
成果をあげいると思い
ます。

ターゲットたんぱく質研
究プログラムは創薬に
とても期待できると思い
ます。

7530

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

KEKBの高度化などの
加速器による基礎科学
を進めてほしい。

物理学の分野の中でも
素粒子物理学、宇宙物
理学の分野は非常に 
学生（大学生、高校生
など）の関心が高い分
野です。この分野を推
進して、博士号取得者
を多数輩出することは、
日本の科学技術立国を
支えるために非常に重
要なことであると考えま
す。KEKBの高度化な
ど、日本の加速器によ
る基礎科学の推進が必
要です。

7531

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

できるだけ予算をふや
して実施すべきである。

日本の知的レベルを保
つためにも、女性研究
者が研究を続けること
ができる環境を確保す
ることは重要であり、そ
のためには出産・子育
て中も研究を支援する
ことが必要である。我が
国では、そのような対策
が諸外国に比べ著しく
遅れているので、より一
層の拡充をお願いした
い。

7532

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリーの
研究計画は非常にユニ
ークで素晴らしいもので
ある。人間にはまことに
刹那としか思われない
時間しか存在しない粒
子を捕獲し、標的として
使用するという、まさに
世界の最先端を行く研

本プロジェクトは、これ
まで技術的に遂行困難
であった研究を、研究
者たちの見事なアイデ
アで実現できたもので
ある。本プロジェクトに
よる成果は、日本が世
界に先駆た研究を行う
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等） 究である。ぜひとも今後
も遂行されるべきであ
る。

ための非常に重要なも
のである。

7533

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学の基盤的経費は、
各大学法人等におい
て、教職員の人件費、
教育研究の高度化に対
応する施設・設備や、経
済的に困難な学生への
授業料減免などのため
に措置されているところ
であり、これらの国によ
る支援は、大学教育研
究の特性をふまえ、自
立的な大学運営の下
で、継続的・安定的に行
うために不可欠でありま
す。しかしながら、平成
１６年度法人化以降、国
立大学法人運営費交付
金が、毎年度減額とな
っており、更には来年度
は一律１０％カットと言う
ことが言われており、施
設整備費も平成１６年
度以降、それ以前と比
べて低い水準で推移し
ている。第二次施設緊
急整備５か年計画（Ｈ13
～17年度）では、補正
予算等もあり、相当な
施設整備が進んでいる
が、まだまだ、施設・設
備の老朽化が進んでお
り、キャンパス環境が劣
悪な状況もあり、教育
研究活動等に多大な影
響をきたしている。

国立大学法人等の施設
は、経年２５年以上の老
朽施設の改善は遅れ、
その間の経年により老
朽施設が更に増加して
いる状況にある。また、
平成１３年度以降新た
に設置された大学院へ
の対応、若手研究者へ
の対応等、我が国は、
優れた人材を育成し、
教育研究環境改善と産
業化推進の取り組みを
一体として進めることに
より、世界をリードする
グリーンイノベーション・
ライフイノベーション等
を推進することにより、
新たな教育研究ニーズ
への対応が可能とな
る。そのためには、キャ
ンパス環境の基盤をな
す施設・設備の整備充
実が必要であり、本施
策は必要不可欠な予算
でる。

7534
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

･ 世界の研究動向と国
民のニーズに即応する
オールジャパンで最先
端研究テーマ、大型・長
期プロジェクトの創設を
一定の予算規模で確保
する。 
･ 先端研究は拠点を整
備して、研究開発と同
時に規制新設や改革、
社会実験と社会導入に
係わるシステムづくり等
をモデル事業として推
進する。 

オープン・イノベーション
は国家戦略による思い
切った資源投入が必須
である。そのためには
科学技術政策の決定メ
カニズムの変革が必須
である。縦割り行政等を
改め、国家重点政策を
オールジャパン（産学政
官）で行う等の改革を行
う。

大学・
公的
研究 文部 イノベーショ 推進す

何のための研究費かが
不明である。あえて、こ
のようなテーマに予算を
使うべきでない。むしろ
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7535

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24020

ンシステム整
備事業

べきでは
ない

必要性がなく、推進す
べきでない。

多くの研究者が必要と
している科学研究費や
戦略的創造研究推進事
業に予算をまわすべき
である。

7536
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 

7537

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

積極的に推進すべき。

フランスなどで同様の
制度がありますが、是
非日本でも実現してみ
ると良いと思います。

7538

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

創薬基盤に関して、より
広いユーザー（大学・研
究所・ベンチャー企業な
どを含む）に使えるイン
フラとしてと、その拠点
での研究の推進を両方
担保するような改善をし
た上で、推進すべきだと
思う。

これがなくなると、大学・
研究所としては製薬会
社に頼るか、ベンチャー
でリスクとコストをかけ
るかに限られ、折角の
シーズが無駄になりが
ち。製薬会社の意図で
研究開発の始めで塩づ
けにされる例も数々聞
く。 
オプションとして、公的
なものが必要である。 
公的なライブラリー・ス
クリーニングサービスな
どを低分子から天然物
にも今後広げる事も検
討すべきだろう。大企業
が捨てているもののお
そらく残る種があると思
う。

7539
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

省エネ、省資源かつ、
生産性の高い印刷プロ
セスを用いたエレクトロ
ニクデバイス作製技術
の確立は、今後の日本
の産業の発展を維持す
る上で不可欠である。

エレクトロニクス関連技
術開発は、韓国、台湾
などで注力され、元々
日本が得意としていた
分野を脅かされている。
「印刷」技術は、日本が
高い技術力を誇る分野
であり、これを基軸にエ
レクトロニクス関連技術
の再興、発展を考える
ことは正当性があると
考える。

蛋白質、細胞の革新的
情報を集約させるだけ
ではシスティマティック
な発展は見られませ
ん。そのためにプログラ
ム内の情報プラットフォ
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7540

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質の構造と機能の
解析を進める事は医薬
の躍進には必至の事で
あります。日本の知財と
してターゲットタンパク
の成果を受け留めるて
頂き、推進させて頂きた
いです。

ームでは、情報マネー
ジメントシステム（情報
MS）を開発中でありま
す。蛋白質実験プロトコ
ルのアノテーションにオ
ントロジーを利用してい
るので、システィマティッ
クに蛋白質実験を発展
させる事が出来ます。
つまり、このシステムは
点の集合に線を引きネ
ットワークとさせる働き
を理解して頂けますでし
ょうか。情報MSを実験
プロトコルデータベース
の扱いで終わらせるの
はもったいないです。ま
た今までの知財（蛋白
質実験情報）を格納す
る事で想定以上の成果
が期待できます。 

7541

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

これまで以上に強力に
推進すべき。

アルマ計画は歴史上最
大の宇宙観測計画であ
り、NASAのハッブル望
遠鏡を超える成果が期
待されます。世界での
日本の存在感を高める
うえでも、積極的に推進
すべきです。

7542

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

日本蛋白質構造データ
バンク(PDBj)は、現在、
科学技術振興機構
(JST)のバイオインフォ
マティック推進センター
(BIRD)の支援を受け、
米国および欧州と協力
して、生体高分子の立
体構造データベースを
国際的に統一化された
アーカイブとして運営し
ております。この国際的
な使命を担っています
PDBjを存続させるため
にも、このライフサイエ
ンスデータベース統合
推進事業を是非とも推
進すべきだと思います。

我が国に存在する多大
なライフサイエンスデー
タベースだけでなく、
PDBjで運営しておりま
す、国際的に統一化・
公開されているデータ
ベースを統合し、一元
化することは、容易なこ
とではありませんが、我
が国の新しい産業、医
療、農業の発展につな
がることは明白だと思
います。医療の発展
は、長寿国日本には欠
かせませんし、産業、農
業の発展は現在の若者
の離職傾向の歯止めに
もなります。 
高齢者も若者も安心し
ていきいきと暮らせる、
よりよい循環をもつ社会
へと成長していくため
に、この施策は推進だ
けでなく、高度化を突き
進めていくべきです。

科学の進歩とは未知の
領域の開拓であり，そ
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7543

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金は，
最近一部にその不正使
用等の問題は出たもの
の，大学等における研
究の推進のために極め
て重要な施策であるこ
とに代わりはなく，課題
の審査方法や公正な使
用の確保の方法の改善
を図りつつ，その維持と
なお一層の拡充を図る
べきだと考えます．

のためにはただ決まっ
たコースの上を進んで
いけばよいというもので
はなく，常に新しい発想
に基づく探索と試行錯
誤が求められていま
す．能力のある研究者
個人がテーマを探索・
考案し，その追究のた
めの計画を考えて課題
を作成し，それをまた研
究者としての視点を持
つ者が審査し採択する
科学研究費補助金は，
短期的な実用の視点の
みからでなく，より長い
目で見た科学の発展に
個人の自由な発想を生
かすために必要不可欠
な施策であると考えら
れます．

7544

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

現在，携帯電話を中心
として使用されているマ
イクロ波帯における無
線通信システムでは，
使用できる周波数帯域
が逼迫しており，今後は
準ミリ波帯・ミリ波帯に
おける無線通信システ
ムの構築が必要不可欠
である．この周波数帯
における無線伝送技
術・システムを確立する
ための研究開発は今後
も国家戦略として進め
るべきである．

現在，日本の携帯電話
技術は世界的に高い水
準であるが，将来的に
その周波数帯が準ミリ
波帯・ミリ波帯に移行し
た際にも，その高い技
術水準を維持すること
が日本の産業界には非
常に重要である．また，
今後の急激に増加する
と予想されている無線ト
ラフィックに対応するた
めにも準ミリ波帯・ミリ
波帯における無線通信
システムの研究開発が
必要不可欠である．

7545
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27109

低炭素社会
を実現する
超軽量・高強
度革新的融
合材料プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

炭素材料化の促進は重
要な施策です。

高温高圧下でも安定な
炭素材料化の促進は重
要な経済効果がありま
す。

7546

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー

このまま
推進す
べき

RIBF、J-PARC、
Spring-8など先端加速
器による基礎科学は、
現在我が国は世界最高
水準にある。 
日本が基礎科学で世界
最高水準を維持するこ
とは、国民の教育レベ
ルを高めるものであり、
将来の新技術や産業の
創出につながるもので

基礎科学は次世代のイ
ノベーションの種を生み
出すものであり、基礎物
理の みならず化学・生
物学研究にも適用可能
な当該分野を軽視する
ことは科学技術 の将来
を閉じる事に値する。 
研究・技術水準は人材
に寄るところが大きく、
世界最高の施設で研究
を行う ことは基礎科学
の若手研究者ならびに
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設試
等）

ある。長期的な日本の
発展を促すためにも、
当該分野をを引き続き
推進することで、日本が
基礎科学分野で世界を
リードすることが出来
る。 

技術者の育成にとって
きわめて有効である。 
さらに当該分野は国際
協力が盛んであり、多く
の外国人研究者が参加
してい る。今後さらに海
外からの人的、資金的
な協力が得られると思
われる。 

7547
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

地方の大学にも研究シ
ーズに強みがありま
す。例えばナノカーボン
の信州大学、山形大学
の有機LED等があり、そ
の地域の活力源となっ
ています。京浜地区等
は大企業も多く、資金
的にも余裕があります
が地方は中小企業中心
になり、この面からも新
しいクラスターが必須で
あります。

地方は地域の大学が地
元企業の支えになって
おり、かっての大企業
が子会社を面倒みるの
に置き換わった体制で
す。地域から新しいイノ
ベーションを興すには
元気な中小企業を支援
していくことにつきます。

7548

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

その他

(拡充) 
高齢化等による農業の
担い手の減少の問題、
また、食料自給率の低
下、食の安全や信頼、
地球温暖化などの環境
問題など、農業や食料
を取り巻く課題は、国民
にとって最も重要な問
題の一つである。これら
の諸課題を解決すべき
事業として、さらに拡充
が必要である。

この事業では、農林水
産・食品産業発展のた
めの政策の推進及び現
場の解決を図るための
ものであり、産学官が
連携し、効率的に迅速
に研究を実施している。
外部専門家等の進行管
理も実施されており、確
実に成果を得る研究体
制が構築されている。こ
の事業は、現場ニーズ
を踏まえた実用化研究
を推進するものであり、
有効性が極めて高く、さ
らに事業化を進めるべ
き課題も多いと思われ
る。

7549

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24106

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金「低炭素社
会実現のた
めの社会シ
ナリオ研究」

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究の加速が期待され
る。研究課題として、社
会システム構築の低炭
素化の評価モデルと数
値化の手法の研究成果
を早期に出して頂きた
い。

日本にとって低炭素化
に向けた社会システム
構築は極めて重要であ
り、国際競争力の源泉
にもなると期待されてい
る。しかし、日本人の特
徴として社会システム
の変革には一般的に非
常に手間と時間がかか
る。これを打破するに
は、誰の目にも明確な
評価手法が必要であ
る。特に、数値化できれ
ば説得力を増す。我々
はテレワーク社会の実
現を目指して種々の検
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討と、試行による低炭
素化の効果評価を行い
たいと考えているが、専
門家ではないため難し
い。是非、専門家による
低炭素化評価の手法を
提供して頂きたい。 

7550

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の 構築

このまま
推進す
べき

本施策は、次世代コン
ピュータ京の能力を活
用するために非常に重
要であり、さらに推進す
べきであると考えます。
世界有数の計算機をつ
くること以上に、世界有
数の活用をすることが、
これからの日本の学
会、産業における技術
革新において重要で
す。

次世代コンピュータ京
は国家の最先端技術を
結集して建造した世界
に有数の計算機です
が、作っただけで、それ
を活用しなければ全く
意味がありません。した
がって、その活用や一
般への利用促進を担う
本施策は、非常に重要
です。建造には多額の
費用をかけましたが、そ
れを活用する段階にお
いても、同様に費用を
かけるくらいの認識が
必要であると思います。
無形物である、”人が使
うこと”に対する投資
が、人への投資が必要
です。

7551

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

さらに充実させてほし
い．使途の自由度を高
めてほしい，例えば備
品の修理にも使えるよ
うにしてほしい

校費が年々減っている
ので，科研費がないと
研究が進めにくい状況
にあるから，

7552

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質の解析に加
え、遺伝子発現制御・シ
グナル伝達・代謝制御，
細胞機能などについて
従来なしえなかった大
規模・多面的な解析手
法を駆使し，細胞・生命
プログラム解読に挑
み，我が国のライフサイ
エンス全体に資する基
盤を構築するだけでな
く、タンパク質解析技術
開発拠点を創薬等支援
技術基盤プラットフォー
ムとして広く研究者等が
利用できるよう整備を行
う、この施策は、このま
ま強く推進するべきであ
る。

ゲノムから得られる情
報量が飛躍的に増大
し、インフォマティクスが
今後の生命科学研究の
鍵を握るといっても過言
ではない現在、欧米諸
国はもちろん、中国や
韓国等のアジア諸国で
も，タンパク質研究、ケ
ミカルバイオロジー研究
が急速に行われるよう
になってきている。その
中で，我が国の創薬に
おける国際競争力を保
持するためには、このよ
うな次世代型のゲノム
研究・高難度技術の開
発・産業界等の研究者
が広く共用可能な基盤
の整備などへの、積極
的かつ継続的な支援を
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行うことは非常に重要
である。

7553

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

若手研究者の海外派遣
により、世界水準の研
究に触れることで、新た
な科学技術発展への礎
になると考えます。

科学技術、研究も、や
はり人々を通じての国
際的な交流やネットワ
ークなど、コミュニケー
ションを推進することか
ら、大きく広がり、新た
な技術発展へ向かうも
のと期待できるため。

7554
その
他

40～
49歳

総務
省

20104

クラウド対応
型セキュリテ
ィ技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

規模仮想化サーバ環境
を利活用したICT サー
ビスの提供が進展し、
国民生活や社会経済活
動を支える基盤インフラ
となりつつある今、大規
模仮想化環境における
セキュリティ対策の状況
を明らかにし、利用者が
預託したデータや処理
が安全に管理されてい
ることを利用者が随時
知ることができるように
すること、また、適切な
セキュリティ対策が行わ
れている仮想化環境で
処理を行えるようにする
ことが非常に重要となっ
てきている。 
 
本施策は、処理するデ
ータの重要度に応じた
適切なセキュリティ対策
が行われている仮想化
環境での処理を実現す
ることで、これら課題に
大きく寄与するものであ
る。 
 
こうしたクラウド環境の
利活用が今後ますます
一般化するうえで、クラ
ウドに対するセキュリテ
ィ対策とユーザに対す
る可視化が前提となる
ことが予測される。この
ため、産学官連携で国
の支援のもと、我が国
における産業界、学協
会における研究開発連
携の基礎を構築すると
ともに、ビジネス基盤の

大規模仮想化サーバ環
境を利活用したICT サ
ービスの提供が進展
し、国民生活や社会経
済活動を支える基盤イ
ンフラとなりつつある。 
 
一方、これらのサービス
を活用した情報資産の
保存・処理等が拡大し
ているが、情報漏えい
等の事故が懸念される
こと、また、多数の利用
者のデータが共同処理
され、さらに、世界中の
複数のサーバにおいて
分散的に処理されるこ
とで、利用者にとって実
態が不明な環境に情報
資産が預託されるという
問題につながっている。
このことは、利用者が仮
想化環境の利用を躊躇
し、仮想化環境に重要
なデータを預けないよう
にする原因となってい
る。 
このため、ユーザフレン
ドリーな大規模仮想化
サーバ環境における情
報セキュリティ対策技術
を新たに開発して上記
の利用者の不安を払し
ょくする本研究開発は、
第2 次情報セキュリティ
基本計画等が掲げる事
故前提社会への対応力
強化の達成に大きく貢
献する。ここで、当該技
術領域で先導的な立場
を有する研究開発機関
が中心となって推進す
ることにより、我が国に
おける研究開発の活性
化と成果の社会還元と
ともに若手研究者の育
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構築を推進していくこと
が不可欠と考える。 

成に寄与するばかりで
なく、機能モジュールな
どの機能要件に関する
国際標準化を通じて、
国際的なプレゼンスの
向上を図ることが期待
できる。 

7555

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

生命現象を分子のシス
テムとしてとらえ、それ
らの分子の働きに基づ
いて生命を理解する方
向性での研究は極めて
重要で、強力に推進す
るべきである。生命現
象の試験管内および計
算機での再現も、今後
の極めて重要な方向性
であり、特に力を入れて
推進すべきである。これ
らの研究のインフラを提
供する事業は、他に類
を見ないので、必ず推
進すべきである。

複雑な生命現象を分子
レベルで解明するに
は、構造生物学に基づ
く新しいパラダイムが必
要で、本施策は、そのよ
うな新しい研究の方向
性を明確に示すもの
で、基礎から応用まで、
ライフサイエンスの基盤
として、極めて重要であ
る。

7556

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

「グローバルCOEプログ
ラム 東北大学 文学研
究科 社会階層と不平
等教育研究拠点」は、
社会的不平等の解明と
解決に向け、大学院生
を育成し、着実に研究
成果を出している。よっ
て、本プログラムは引き
続き推進させるべきで
あり、予算が許すなら
ば、本プログラムのため
の予算を増額すべきで
ある。

私は「グローバルCOE
プログラム 東北大学 
文学研究科 社会階層
と不平等教育研究拠
点」に所属するGCOE大
学院生であるが、そこで
の支援を受けて「職業
の社会的評価」に関す
る独自の調査を行っ
た。その成果は『理論と
方法』という全国規模の
学会の雑誌（厳しい査
読あり）に掲載されてい
る。近年、社会的不平
等の問題が大きな関心
を集めているが、経済
的な格差だけでなく、目
に見えない社会的評価
の格差も重要な問題で
ある。しかし、私の調査
では、予算に制約があ
ったため、調査対象者
を男性のみに限定せざ
るを得なかった。もし十
分な研究費があれば、
女性も対象者に含める
ことができ、より一般的
かつ広い意義を持つ調
査を実施することができ
たと考えられる。

大学・
公的
研究 感染症研究 各国研究者との交流を
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7557

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。

続けることが重要。交流
を続けて信頼を得ない
限り情報や試料は入手
できない。

7558

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本事業は、政府の掲げ
たライフイノベーション
（創薬・ゲノム医療等）・
グリーンイノベーション
（食糧増産・CO2削減・
環境浄化等）に直結し
た重要かつこれまでの
解析技術では困難なタ
ンパク質をターゲットと
して、それを解決するた
めの技術開発と一体と
なって取り組んでおり、
多くの成果が既に出て
いる。最近では、高難度
タンパク質の解析に非
常に有効な新しいビー
ムラインが開発され、今
後益々の成果が期待で
きるところであり、更な
る推進の支援をすべき
であると考える。

米国では本事業を追従
するような形で新たなタ
ンパク質構造解析のプ
ログラムがスタートし
た。これは生命活動を
担うタンパク質の解析こ
そが創薬を中心とした
多大な知的財産に結び
つくためであり、我が国
との国際的な競争を意
識したものと考えられ
る。その意味でも本事
業は国際的にも最先端
な取り組みであり、こう
した状況を堅持しつつ
更なる取り組みにつな
げて行くべきであると考
える。

7559

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業 

このまま
推進す
べき

日本が科学技術分野で
国際的なリーダーシップ
をとるためには，多様性
の確保が重要である．
未だ活用が遅れている
女性研究者・技術者の
活躍促進のために，こ
れまで以上に強力な施
策が必要である．特に
中学，高校，大学，大学
院，研究機関や企業の
それぞれの段階での支
援策の強化が望まれ
る． 

第３期科学技術基本計
画に掲げられた女性研
究者の採用割合に係る
数値目標の達成は現在
のままでは困難であ
る．女性研究者の育成
は，短期間で実現する
ものではなく，長期的な
視野ですそ野を拡大す
ることが大切である．一
部の研究機関による女
性研究者の引き抜きが
始まっているが，引き抜
きによってその機関の
女性研究者比率が上が
っても，日本全体の女
性比率の上昇につなが
らない．地道で気長な
支援策を展開すべきで
ある．

7560 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

医学関係の研究者のみ
で研究を行うのではな
く、より幅広く学際的に
研究を展開すべきであ
ると考えます。研究の進
展の速度を増すため
に、経験主義的な医学
関係の研究者をリーダ
ーとするのではなく、思
い切って外部の分野か

素粒子物理学の為に作
られた加速器を医学に
応用したのが重粒子線
治療です。物理学者と
連携することで、研究を
加速度的に進行させる
基本的な原理や手法が
見つかる可能性がある
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設試
等）

らリーダーを招くことこも
意味があると思われま
す。物理学、計算科学
などの周辺分野の研究
者との連携を視野に入
れるべきだと思います。

と思います。また、シミ
ュレーション技術を応用
することで、研究の高度
化と効率化が期待でま
す。

7561

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

H23の概算要求につい
てであるが、予算枠が2
つに分けてあるのがよく
ない。名目的に予算額
を増やしておいて、「若
手」や「挑戦的」などとい
う修飾によって予算を
圧縮する狙いがあるの
ではないのか。

国家の将来を考えて若
手研究者の育成を云々
するのであれば、安定
的な予算枠を与えるの
が当然である。 
むやみに競争を煽るこ
とによる弊害は、現場
の研究モチベーション
低下や基礎研究を支え
る立場の人材不足など
に顕著に現れている。 
欧米と異なり安定な資
金が若手のうちから与
えられない、安定なポス
トもないという状況なの
に、役人や政治家の目
先の成果のために妙な
枠作りや予算削減だけ
を行うように見える。 
違うというなら、まず研
究を安定に継続して行
うという覚悟を予算の形
でみせてほしい

7562
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

地球温暖化対策は国際
的に喫緊の課題であ
り、我が国は『２０２０年
に二酸化炭素の排出量
を１９９０年比で２５％削
減する』という中期目標
を国際公約としている。 
本施策（施策番号２０１
０８）は、情報通信技術
（ＩＣＴ）分野で１０％以上
削減という『新たな成長
戦略ビジョン（原口ビジ
ョン?）』の実現を目指す
ために重要であり、この
まま推進すべきと考え
る。

情報通信技術（ＩＣＴ）分
野においてＣＯ２の排出
量を削減するために
は、増大するネットワー
クトラヒックと相反してネ
ットワーク機器の電力
消費量を削減すること
が急務である。一方、ネ
ットワーク機器の主要Ｌ
ＳＩは日本の優位技術で
あり、国、大学、企業が
連携し、幅広い技術開
発課題を打ち立て、地
球温暖化対策、ＣＯ２排
出削減に取組むことに
より、諸外国に先駆け
て省電力ＬＳＩを実現し、
ひいては国際貢献にも
つなげられる。

7563
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代高効
率・高品質照
明の基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

高効率照明の開発を今
後も強く推進すべき。

エネルギーの効率的利
用のため。特に日本は
多くのエネルギーを輸
入に頼っていることか
ら，低消費電力の照明
が必要と思います。

本施策は、新世代ネット
ワークは国際的に急速 インターネットに第2の
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7564
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

な開発と標準化が進ん
でいる。欧米との協調と
競争力確保のために高
優先度が付与されるべ
きである。 
日本は潜在的に当該分
野の技術基盤は世界的
に高いレベルにある
が、標準化や伴う国際
的な普及への貢献が低
く、研究開発の出口へ
の効率が低い。 しかし
ながら、本研究開発は、
国際的な協調や標準化
も視野に入れていること
から、わが国の技術力
の経済化へ大きな貢献
を果たすので、研究開
発のみならず広範な普
及を強化すべきである。 

革命が起こりつつある。
網資源を仮想化し、IP
以外のプロトコルさえ使
用可能な柔軟性や、全
てのモノ同士が通信で
きるスケーラビリティを
持つ新世代NWへの変
化である。 
米(GENI)、欧(FP7)、中、
韓は国家戦略として進
めている。我が国も
ITU-Tの関連WGにおい
て民間が努力してきた
が、より一層の強化が
必要な状況にある。懸
命の努力をしているが
限界がある。国家戦略
として継続対応すべき
である。 

7565

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

神経信号による義手制
御やリハビリの促進を
目指すブレイン－マシ
ン・インタフェース技術
は、まさに今、国の予算
で、これまで以上に強
力に、中長期的に推進
すべき研究分野である
と考えます。それは、切
断事故、脊髄損傷、脳
卒中といった患者の
方々に対して医療手段
として直接的に寄与す
るだけでなく、脳科学へ
の寄与、埋め込み治療
機器分野への寄与など
大きな波及効果が期待
できることが理由です。

前述のように、ブレイン
－マシン・インタフェース
技術の開発を推進すべ
き理由は、その波及効
果の広さと大きさにあり
ます。事故や病気、老
化によって身体機能を
失っても、再度社会に
元通りに自在に復帰で
きる技術が用意されて
いることは、国民の安
心、幸せの向上に大きく
寄与すると考えられま
す。また、システムの開
発に必須の、神経電極
等の脳情報計測技術や
神経信号を解釈する技
術の発展は、脳科学に
大きく寄与するものと考
えられます。また計測し
た神経信号の無線通信
を含めた埋め込み装置
や義手システム等の開
発は、現在元気のない
国内医療機器メーカー
の再飛躍のきっかけに
なることが期待されま
す。

7566

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

これまで以上に強力に
推進すべき。

大学は人材育成の最も
基本的な場です。将来
の日本の科学技術の発
展のためには、国立大
学法人等施設の整備は
必須です。
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7567

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

厚労省との棲み分けも
考えているようで、推進
が必要。国益としても
essential。

事業仕分けでは、誤解
があったようで、切り分
けに関して改善されて
いるようだ。

7568

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

次世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

競争が加速している新
世代ネットワークの研究
分野において主導権を
確保するため「次世代
通信網テストベッド
（JGN-X）」を早期に構
築する必要がある。本
計画は積極的に推進す
べきである。

本分野における特許や
標準化の主導権を握る
ことは、今後の産業政
策においても重要な鍵
となる。テストベッドを先
んじて構築することは、
欧米主導から脱却する
ためにも重要な施策で
ある。

7569

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

 
ターゲットタンパク質の
優先度を上げてほしい
です。 
この研究は医学などい
ろいろな重要領域に関
わり、国家の発展及び
国民の生活にとって大
切ですので、もっと強く
支持する必要がありま
す。 

 
私はターゲットタンパク
研究プログラムの研究
テーマで学位取得を目
指しています。さらにこ
の領域に興味と熱意を
持ち、研究を行って続け
たいです。 
ターゲットタンパク研究
プログラムの研究は大
切だと思います。 
将来的に、食糧的、医
学的、工業的に、必ず
国にとって役に立つ、重
要な研究になると思い
ます。 

7570

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

１．テニュアトラック教員
制度と同時にテニュア
教員制度の確立が必
須． 
２．テニュアトラック制度
と若手育成は切り離す
べき．テニュア審査対象
は大凡40台後半の若手
教授等を対象とすべ
き． 

１．ここ数年人材の流動
性や能力制人事の流れ
で任期制を推進しテニ
ュアを減らしているの
で，同時にテニュア教員
制度を確立しないと有
名無実である．現に私
はテニュアトラック教員
であるが，本学の一部
部局は完全に全教員任
期制のためテニュア教
員が制度上存在せず矛
盾が生じている． 
２．現行制度では30代
後半から40代前半でテ
ニュアを得ることと成り
20～30年の安定職とな
る．これまで進めてきた
流動性や能力制人事の
方針と矛盾するために
テニュア審査が厳しくな
り，結局多くの場合単な
る「研究費が多くもらえ
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る任期付き若手ポスト」
で終わってしまう．若手
育成とテニュアトラック
制は切り離し，テニュア
審査は若手教員(30代
前半～後半)でなく若手
教授(40代半ば以降)を
対象とすべき． 

7571
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

 日本の半導体産業は
1990年代のオイルショッ
ク時のメモリーデバイス
世界シェアー60％から
下落を続け、現在では
韓国、台湾にシェアーを
失った儘です。このよう
な閉鎖的状況の日本産
業を蘇生させる為に
は、日本に優位性があ
り、近親他国に容易に
は真似の出来ない、独
自の技術である「印刷
によるエレクトロニクス
デバイス」により日本の
トータル技術を集結し
て、近隣諸国に対抗す
るしか方法が見あたり
ません。日本の誇る次
世代技術をもって、世界
の趨勢である「クリーン
イノベーション技術」に
貢献できる大型プロジェ
クトでもあります。

 現時点ではこの「印刷
によるデバイス作成技
術」自体は、日本に優
位性が有るとは言え、
過去のメモリーや液晶
パネルの惨敗轍を踏ま
ない為にも（超ＬＳＩ研究
組合）、再度前例を反省
し、国が旗振りをし、オ
ールジャパンの技術を
集結して、世界の先頭
を走る気構えで進まなく
ては、力を付けてきた近
隣諸国に対抗する事は
不可能です。これまで
の社会、経済のパラダ
イムを大きく変え、「もの
ずくり日本」を再興する
ために「次世代印刷エ
レクトロニクス技術開発
事業」を推薦します。

7572

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

現状の女性研究者で活
躍している方々は、男
性と比べてほんのわず
かであると思われる。そ
の理由は、女性は結婚
すると家事、出産、育児
を担うのが当たり前とい
う風潮がまだ社会にあ
るからだと思う。それを
払拭するために「女性
研究者研究活動支援事
業」を充実させ、女性も
男性も家事や育児や研
究を同じように行うこと
が常識である世の中に
していくべきである。も
ちろん、出産は女性にし
かできないことであるの
で、その期間は特に手
厚い補助が必要であ
る。保育所の整備はい
うまでもなく、まずは男
性も含めた意識改革と
環境整備を早急に行う

新聞等で女性研究者の
活躍の記事を目にする
機会が多くなってきたと
思う。しかし、自分の周
りの女性の方々には博
士号を持っている方と
始めとして高学歴の専
業主婦が大勢いらっし
ゃる。もちろんそれも選
択の一つであると思う
が、学費と労力を払って
学んだことを社会に還
元することは今の若者
に対して申し上げたいこ
とである。特に女性には
若い時期に出産すると
いう直交した人生の選
択もまたある。この重要
な二つの使命「社会へ
の還元」および「出産」
は、どちらも捨てがたい
社会への貢献である。
それらの両方を選択す
ることが当たり前の社
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必要がある。若手、女
性の人財強化は、必ず
日本の将来にとって財
産になると確信する。

会にするために、女性
研究者に対する活動支
援事業はぜひ進めてい
ただきたいと思う。

7573
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 

7574
官公
庁

40～
49歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

「地球規模で地上、上
空、宇宙を含む3次元空
間のどこにおいても広
域に情報通信ネットワ
ークを維持できる衛星
通信技術」及び「観測衛
星からの大容量データ
伝送を可能にする高度
衛星通信技術」の研究
開発は、国が率先して
推進すべきである。

国内（地上）においては
光ファイバー網が整備
されているが、上空及
び宇宙となると現状で
は地上に比べて通信容
量が極端に小さい。飛
行中の航空機や航行中
の船舶、あるいは外国
との通信においても地
上と同様の通信需要が
ある。これらは通信イン
フラが整備されてはじめ
てサービスが受けられ
るものであり、インフラ
整備は国が実施すべき
であることから、それに
先立つ研究開発も国が
率先して実施すべきと
考えるため。

7575

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

天然資源に乏しい日本
が国際競争力を保つた
めには、知財と人材が
欠かせない。知財の主
たる要因となるものは
科学から得られる知見
であり、科学研究を遂
行するために必要なも
のは研究資金と優れた
研究者である。科学研
究費補助金は科学およ
び技術の基盤をなす基
礎研究の発展を促すも
のであり、このまま推
進、むしろ増強すべきも
のであると考える。

近年の科学技術政策
は、応用指向や近視眼
的な成果を求めるもの
が増加する傾向にあ
る。しかし、基礎研究の
土台に基づかない応用
研究は、体力作りをせ
ずに実践練習ばかりす
るスポーツ選手のような
もので、自ずと技術の
向上に限界が来る。そ
のためにも、基礎研究
をないがしろにせず、む
しろ強く推進すべきであ
り、科学研究費補助金
によるサポートを強化す
ることが望ましい。

大学・
公的
研究 文部 革新的タンパ このまま

生命の分子的しくみの
理解を目指す基礎研究
の成果が、社会・産業
に与える影響はますま
す大きくなっており、今

生命の分子的しくみの
理解にとって、蛋白質
の機能のしくみを理解
することは不可欠であ
る。そのために蛋白質
相互作用の解析、巨大
蛋白質複合体の構造解
析等が重要である。し
かし解析困難なものが
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7576

機関
（独
法・公
設試
等） 40～

49歳

科学
省

24122

ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

推進す
べき

後もいっそう生命の基
本的理解への研究を推
進させるべく、革新的解
析技術の開発や研究支
援プラットフォーム整備
を担う本施策を積極的
に推進すべきである。

多く、本施策による重点
的な技術開発や解析支
援の基盤が必要であ
る。蛋白質機能の理解
にとって重要な蛋白質
相互作用情報が蓄積さ
れることにより、薬剤等
による蛋白質の制御技
術が革新的に進むはず
である。

7577
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
J-PARC ミ
ュオン

このまま
推進す
べき

ミュオン科学は、21世紀
のエネルギーを生み出
す根本を担う施設であ
り、他研究機関からも期
待されている為、推進
すべきと考えます。

ミュオン科学は、21世紀
のエネルギーを生み出
す根本を担う施設であ
り、他研究機関からも期
待されている為、推進
すべきと考えます。

7578

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は重
要な研究資金であるか
ら、獲得できた場合は
その課題に対して使え
る時間を確保できるよう
に、各機関に義務を課
すと良いのではない
か。申請時のエフォート
の数字が本当に実現で
きる態勢を整えることが
科学研究費補助金の一
層の活用につながるの
ではないかと思われる。 
「挑戦的萌芽研究」を拡
充し、ハイリスク研究の
機会を約２倍に拡大す
ることは、研究者の自
由な発想に基づく研究
を発展させるという趣旨
に則って、望ましい方向
であると考えられる。

折角資金を獲得できて
も十分な時間が取れな
いと言う例を身の回りで
も見かけます。時間の
遣り繰りは各研究者の
力量の範囲との見方も
出来るでしょうが、一方
でそのような遣り繰りが
不可能なスケジュール
に於かれている人も多く
います。機関は資金獲
得のみを目指さず、実
際に研究も発展させる
べく配慮して欲しいこと
と、競争資金による研
究はそれなりの時間確
保を義務として捉えてい
ただけるような総合的
態勢作りを目指してい
ただきたいと考えていま
す。

7579

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24131
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

このまま
推進す
べき

継続して行っていくべき
研究だと思います。

タンパク質など生命分
子の立体構造をもとに
創薬を行う手法は、今
後ますます必要になっ
ていくと思われるからで
す。

大学・
公的
研究 文部 革新的タンパ このまま 政府として、この分野を

薬の開発は、我々の健
康維持に重要である
が、現在、従来の生化
学的な探索法では新薬
の開発が行き詰まって
いる状況にある。この現
状のブレイクスルーに
は、薬の標的となるタン
パク質の構造情報の理
解を介した「構造基盤創
薬」の開発が不可欠で
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7580

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

科学
省

24122

ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

推進す
べき

より積極的に支援・推進
すべきであると考える。

あり、本施策はその開
発を創薬標的タンパク
質の生産、構造解析基
盤の整備、化合物（薬
の素）のライブラリー基
盤の整備の観点等から
推進する極めて合理的
な政策である。この施
策は、わが国の創薬研
究の国際的な競争力を
維持・向上するために
不可欠である。

7581

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。 
特に博士課程（後期）の
学生に対しての以下の
ような支援に力を入れ
る必要がある。  
【意見１】海外進出の機
会を増やす  
 ・国際学会の参加費
の支援  
 ・留学の支援 
【意見２】活発な議論を
行うための場 
 ・学生主催のシンポジ
ウムの支援 
 ・論文投稿費の支援 
【意見３】生活の支援 
 ・生活費支援

上記で挙げた意見に対
して、それぞれ以下の
ような理由がある。  
【意見１】海外進出の機
会を増やす 
海外で学ぶ場を増や
し、将来を研究現場を
担う学生の国際的な競
争力を養うことが必要で
ある。  
【意見２】活発な議論を
行うための場 
得られた研究の成果を
対外へ発表することは、
研究を客観的に評価す
る場として必須である。
また、そこで活発な議論
が行わることで、その後
の研究の発展につなが
る。 
【意見３】生活の支援 
多くの学生は博士課程
（後期）では、両親の支
援なしに自ら生計を立
てている。そのため、生
活費を支援することによ
って、アルバイトなどに
消費する時間を研究に
充てることができる。ま
た、支援があることによ
って、修士課程（博士前
期課程）の学生が進学
を選択する際の経済的
な障害を取り除くことが
できる。

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部 特別研究員 このまま

特別研究員事業は継続
すべきである。これを継
続するか否かで、科学

学位を取得した研究員
が職を得られないという
事態を聞いて久しい。
昨今ではアカデミックポ
ジションへの就職を完
全に打ち切るという話ま
で聴く始末であり、若い
研究者たちは将来だけ
でなく、それを得るため

53



7582

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24141

事業 推進す
べき

大国としての日本の位
置づけが決まるであろ
う。

の機会すら与えられな
い事態になっている。若
い力は将来の日本を、
あるいは世界を動かし
うる力となり、予算削減
という、その可能性を摘
み取るような政策は断
固反対であり、日本の
将来への期待、希望を
失わせることである。

7583

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

これまでのODAとは異
なる新たな試みとして開
始された本施策は、科
学技術分野で日本の培
ってきた知見を途上国
に移転する手段として
引き続き継続し、その有
用性を評価するべきで
ある。

これまでのODAと科学
技術研究を組み合わせ
た本施策は、モノだけで
なく、日本の持つ優れた
技術や知見をきちんと
途上国に移転し根付か
せるための優れた仕組
みである。途上国の優
れた人材を活用するこ
とで、相手国と日本との
双方にメリットをもらた
すとともに、途上国支援
と科学技術の進展を同
時に実現するコストパフ
ォーマンスにも優れた
施策である。 

7584

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

RIBF、J-PARC、
Spring-8など先端加速
器による基礎科学は、
現在我が国は世界 最
高水準にある。日本が
基礎科学で世界最高水
準を維持することは、国
民の教育レベルを高め
るものであり、将来の新
技術や産業の創出につ
ながるものである。長期
的な日 本の発展を促す
ためにも、当該分野をを
引き続き推進すること
で、日本が基礎 科学分
野で世界をリードするこ
とが出来る。

基礎科学は次世代のイ
ノベーションの種を生み
出すものであり、基礎物
理のみならず化学・生
物学研究にも適用可能
な当該分野を軽視する
ことは科学技術 の将来
を閉じる事に値する。研
究・技術水準は人材に
寄るところが大きく、世
界最高の施設で研究を
行うことは基礎科学の
若手研究者ならびに技
術者の育成にとってき
わめて有効である。さら
に当該分野は国際協力
が盛んであり、多くの外
国人研究者が参加して
い る。今後さらに海外
からの人的、資金的な
協力が得られると思わ
れる。

科学研究費補助金は、
科学技術の画期的な進
展を下支えする最重要
の要素であり、今後さら
に推進・強化していくべ
きである。最先端科学
技術は、資源の少ない

全ての科学研究におい
て最も重要なことは、
「失敗を恐れずに挑戦
する環境」である。その
ような研究環境なくし
て、革新的な技術や知
識の進展はあり得な
い。失敗しないと分かり
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7585

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国にとって最大の
財産とも言えるものであ
る。そのような科学技術
にも安定的で持続的な
発展と革新的・画期的
発展がある。研究組織
等への直接の予算は、
安定的・持続的な研究
発展を根底から支える
一方、科学研究費補助
金は、革新的・画期的
進展の芽を育てるため
のものである。予算配
分として両者に大きな
偏りが生じることは好ま
しくないが、いずれもバ
ランス良く今後さらに強
化していくべきである。

切っていることを粛々と
進める作業的研究は、
いわば「確認・検証」の
意味で重要であるが、
結果の読める研究から
革新的発見が起こるこ
とはもともと誰も期待し
ていないであろう。科学
研究費補助金は、その
「個々の研究者のアイ
デアを失敗を恐れずに
実証するための環境」
を与える最も重要な要
素である。従って、革新
的・画期的技術の進歩
を得るためには、科学
研究費補助金のさらな
る拡充が望まれる。

7586

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

人間の生活において最
も重要な衣食住の根本
は大きく植物に依存して
いる。多様な植物の生
きる仕組みを理解し、農
作物の改良、エネルギ
ー問題、環境保全に向
けた応用に関する研究
を推進することはとても
重要と考える。

これまでの研究により、
植物が植物らしくあるこ
と、例えば葉を展開する
こと、花を咲かすこと、
また移動の自由のない
植物が環境からの刺激
やストレスを認識しどの
ように応答するかなど
が様々な遺伝子や生理
活性物質の作用により
理解され始めてきた。
研究基盤が整いつつあ
る現状において、植物
の生長発達において重
要な新規因子の発見の
見込みは高く、その応
用に関しても実現のポ
テンシャルは高い。その
ため、優先度は高いと
考えた。

7587
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

･ 世界の研究動向と国
民のニーズに即応する
オールジャパンで最先
端研究テーマ、大型・長
期プロジェクトの創設を
一定の予算規模で確保
する。 
･ 先端研究は拠点を整
備して、研究開発と同
時に規制新設や改革、
社会実験と社会導入に
係わるシステムづくり等
をモデル事業として推
進する。 

オープン・イノベーション
は国家戦略による思い
切った資源投入が必須
である。そのためには
科学技術政策の決定メ
カニズムの変革が必須
である。縦割り行政等を
改め、国家重点政策を
オールジャパン（産学政
官）で行う等の改革を行
う。

データベース無くして、
あらゆる科学技術の進
歩はありません。ライフ
サイエンスのデータは
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7588

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮

このまま
推進す
べき

今後日本の発展を左右
するライスサイエンスデ
ータの高度化・標準化
を無償でパブリックへ提
供する施策は大いに評
価できると思います。

医学・薬学だけでなく私
たちの食卓や環境まで
深くかかわっています。
また、科学技術の進歩
は国の経済に大きく影
響を及ぼします。資源
の少ない日本にとって
は標準化・高度化され
たデータベースを持つこ
とは、国家的資源であり
財産です。また、「使用
できる」データベースの
推進には多くの人、時
間とデバイスが必要で
あり、国の支えなしには
維持はできません。 
私たちは、一部の国や
企業よってデータが独
占されることの危険性も
深く理解し、国際協力の
もと運営するべきです。

7589

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム） 

このまま
推進す
べき

本制度は、とりわけこれ
まで海外での研究研究
経験が少ない若手研究
者が、海外で研究する
ことを容易にするもので
す。 
今後より研究の国際化
が進む中で、海外での
研究経験は若手研究者
にとって非常に重要で
あると考えます。 
したがって、本施策はこ
のまま推進すべきだと
考えます。

現在、研究活動の国際
化が進んでおり、海外
の研究機関で研究の経
験を積むことが、研究
者として自立してゆく上
で必須だと考えます。 
本制度は、若手研究者
が、それまでの研究と
の関連が薄い分野・研
究機関においても、積
極的に海外で研究する
機会を提供できる、極
めて重要な制度だと考
えます。

7590

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

ペトロリオミクス技術の
ような基盤技術は、長
期にわたって発展し続
けるものである。したが
って、発展段階の途中
でも部分的な実プロセ
スへの適応が可能で、
ここから得られる情報
のフィードバックが基盤
技術開発を強力に支援
する。この意味で、基盤
技術開発と実証技術開
発を組み合わせた本施
策は非常に戦略的であ
り、我が国の石油精製
業が重大な岐路に立っ
ている現状において一
層、時宜を得ていると高
く評価できる。

重質油の分解と高付加
価値品への改質に関す
る国産技術の保有は、
実質的に石油を全量輸
入に依存している我が
国の石油精製業が、独
自の強みにより国際競
争に勝つための重要な
要素である。本施策で
扱う３件は、いずれも、
国内石油精製に共通す
る重要テーマであり、開
発段階で多数の発見を
期待できることも含め
て、積極的な推進を是
非要望する。また我が
国同様中東石油に依存
している多くの国に技術
輸出も可能になる。

この施策は、大いに推
日本の科学・技術の研
究者の中には、科研費
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7591

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

その他

進すべきである。しか
し、数学と物理学とを現
状のように「数物系」と
ひとつにせず、それぞ
れ分けるべきである。数
学は、あらゆる科学・技
術をあらわす言葉でも
ある。現状では、さまざ
まな審査の最終段階
で、物理学にとって都合
のよい数学のテーマし
か、採択されない。数学
は、あらゆる科学・技術
の分野から等距離にな
るように独立させるべき
である。

の分類で数学と物理が
い一緒なので、「数学は
物理の一部である」「数
学は物理のためにあ
る」という誤ったイメージ
をもってる方が多い。日
本では数学が物理に大
いに貢献したため、物
理学でノーベル賞を数
多く獲得できたとも考え
られる。日本の優秀な
数学者の頭脳を、科学・
技術のあらゆる分野に
貢献できるような枠組
みに改善すべきであ
る。

7592

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

他の「派手」な施策と、
昨年の事業仕分けの影
響のためか減額されて
いるようであるが、常に
改善しつつも今後とも拡
充して頂きたい。

私の知る範囲でも、国
際交流事業により何年
もたって研究が発展し
たケースが多い。このよ
うな地道な施策こそ国
家の科学技術の基礎を
形成するうえで重要で
ある。直接の効果の検
証が難しいこと、社会へ
のアピールが難しいこと
は確かであるが、それ
らのみが施策の価値を
決めるものではない。
他の施策も含め、大き
な発展の種を生む地道
な施策を大切にして頂
きたい。

7593

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

将来のICT技術の開発
は、国家的規模で行っ
ていくべき重要な研究
課題である。量子情報
通信技術は、量子力学
の積極利用という観点
において究極的な情報
処理技術であり、非常
に優先順位の高い、研
究対象であると考えて
いる。

インターネットや携帯電
話に代表されるように、
情報通信技術の発展
は、大いにわれわれの
生活を豊かにしてくれ
る。ゆえに、究極の情報
通信技術である、量子
情報通信の研究を積極
的に推進すべきだと考
える。また、量子情報通
信は、数学、物理学、計
算機科学などの複数分
野からの融合からでき
ており、量子情報科学
の研究は、基礎科学の
発展へと還元されること
も期待できる。

7594

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人の整備を
継続すべきである。

国立大学法人は特に地
方における人材育成に
大きく寄与してきている
と考えている。多様な人
材育成を行うためにも、
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設試
等）

整備の継続を望む。

7595

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立した
研究を推進するのに必
要な制度だと考える。 

若手研究者が自立した
研究を推進するのに必
要な制度だと考える。 

7596

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

我が国は核融合研究に
対して長い歴史を持っ
ており、ITERは機構長
が日本人であるなど、
日本の関与が深いプロ
ジェクトである。資材の
価格高騰などがあっ
て、当初の計画に対し
て修正が迫られている
が、より積極的な投資を
行い、当初の目標を達
成できるよう、政府は全
力で支援すべきであ
る。

我が国はエネルギー資
源に乏しい国であり、将
来的には、海水から燃
料を取り出すことが期
待できる核融合研究に
対して積極的に投資す
ることは、国家の存立
上重要な課題である。
一方で、短期的な実現
が難しいことから、現状
において民間の積極的
な投資は望めないた
め、政府がより積極的
に投資すべきである。

7597
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業 

このまま
推進す
べき

エレクトロニクス分野に
おける今後の発展にお
いて、フレキシブル化、
大面積化が必須であ
り、早期に技術開発を
推進すべきである。印
刷技術を駆使したデバ
イス作製技術が確立さ
れれば、省エネルギー
省資源化はもちろんの
こと、さまざまな分野で
技術の応用展開が期待
でき、日本の産業の競
争力は大きく向上すると
考えられる。

今後の部材産業および
デバイス産業の発展に
おいて、諸外国との競
争力強化のためには、
国家施策として技術開
発していくべき事項であ
ると考える。

7598

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

来年も、予算を減額す
ることなく続けて下さ
い。

グローバルCOEのリサ
ーチアシスタントとして
の収入が、学費負担の
軽減に役立っている。

7599

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

更なる予算の充実が必
要

 耐震化の整備が行わ
れているが、予算が追
いついていない状況
で、危険度が改善され
ていない施設が多く残
っている。 
 また、老朽・狭隘施設
の改修も行い教育研究
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等） の充実を図る必要があ
る。

7600

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24157

首都直下地
震防災減災
特別プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

計画の進行を望む．

首都直下で過去に発生
した大地震の実態につ
いては，まだ解明されて
いないことが多い．首都
圏へ甚大な被害を与え
る他の大地震への対処
も含め，発生する地震
の実態解明や減災のた
めの効果的技術の開発
は，いったん被害地震
が発生したときの甚大
な影響を考えると，その
進展を切望して止まな
い．
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